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第 1章 序論 

1.1 背景 

1.1.1 工場建屋の特徴 

(1)建設年代 

我が国の工場建屋は高度経済成長期に大量に建設され,それら建屋は旧耐震基準で設計

(以下,旧耐震建屋と記す)されているため,1981 年に施行された新耐震基準を満足しない既

存不適格建築が多数存在するのが現状である.今後,南海トラフ地震や首都圏直下型地震と

いった巨大地震の発生が懸念される状況下では,旧耐震建屋の耐震補強の促進が喫緊の課題

となっている. 

図 1-1 に某製造所における工場建屋の建築面積の推移例を示す.旧耐震建屋が全体の約 8

割を占めており,耐震補強による既存不適格の解消を効率的かつ効果的に推進する必要があ

ることが分かる. 

  

(2)レイアウト 

工場建屋には屋外・屋内共にレイアウト上の制約があるため,耐震補強を生産と並行して

推進していくためには,それらの制約を加味して検討する必要がある. 

図 1-2 は工場建屋の屋外レイアウト例である.生産効率を上げるために狭隘なスペースに

建屋・生産設備が密集しており,耐震補強にあたり建屋の屋外に耐震部材を追加することは

レイアウト変更等の困難を伴うため，省スペースな補強構法が求められる. 

 

 

図 1-1 工場建屋建築面積の推移例 
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図 1-3 は工場建屋の屋内レイアウト例である.屋外同様に屋内も生産効率を上げるために

狭隘なスペースに建屋鉄骨,生産設備および配管・配線などのユーティリティーが密集して

いる.そのため,耐震補強する際の屋内の施工スペースは限られ,省スペースな補強構法が求

められる.また,建屋鉄骨の近傍には潤滑油・ガス配管・電気配線といった引火物・可燃物が

存在するため,施工のために溶接やガス切断などの火気を使用するためには厳重な火気養生

が必要となる.また,近年は建屋の建設工事中に発生した火災事例 1.1)～1.2)も報告されており,

工場建屋の耐震補強においても火災リスクが付きまとうため,火気を用いない補強構法のニ

ーズが極めて高い. 

  

 

 

 

図 1-2 工場建屋の屋外レイアウト例 

  

 

 

図 1-3 工場建屋の屋内レイアウト例 
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(3)構造 

比較的大空間を必要とする工場では鉄骨造が多く採用される.図 1-4 に工場建屋の架構の

例を示す.構造形式は,張間はラーメンに筋違を加えた構造およびラーメン構造,桁行には筋

違構造が多用される.筋違構造における筋違は地震力に対する架構の耐力・靭性(粘り強さ)

を支配する主要素であり,耐震上の重要部材である. 

本研究の対象は,上述の特徴を踏まえた工場建屋の耐震補強とする. 

 

1.1.2 工場建屋の耐震補強における課題 

(1)旧耐震建屋の地震被害 

新耐震基準で設計された建屋(以下,新耐震建屋)では 2 段階の耐震性検討がなされており,

ベースシア 0.2 のレベル 1 地震(稀に発生する地震)に対しては建屋を弾性範囲に留め，ベー

スシア 1.0のレベル 2地震(極めて稀に発生する地震)に対しては建屋の倒壊防止が検討され

ている.しかし,旧耐震建屋ではベースシア 0.3 相当の震度 0.3 に対して建屋を弾性範囲に留

める検討のみとなっており,レベル 2地震に対する倒壊防止の検討がなされていない.そのた

め, 1995 年兵庫県南部地震 1.3)および 2011 年東北地方太平洋沖地震 1.4～1.6)等の被害調査結

果では,多くの被害が報告されている. 

図 1-5 に耐震基準によるレベル 2 地震に対する応力・被害例の違いを示す.旧耐震建屋の

代表的な被害例は図 1-5(a)に示す柱脚アンカーボルト破断,柱頭・柱脚の降伏による層崩壊,

梁端部の破断および筋違接合部の破断である.特に筋違接合部の破断については表 1-1 に示

すように複数の破断モードが確認されており,これらの部材の破断により建屋が倒壊するリ

スクがある. 

一方で図 1-5(b)に示す新耐震建屋ではレベル２地震に対して建屋倒壊防止の検討が法的

 

 

図 1-4 工場建屋の構造形式例 

1-2 工場建屋の屋内レイアウトの例 

 

 

筋違
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に義務付けられ,柱・梁・筋違といった部材が塑性変形して地震エネルギー吸収することを

担保している.特に筋違については, 筋違の母材鉄骨の軸部が十分に塑性化するまで接合部

を破断させない検討(保有耐力接合)が法的に義務付けられており,過去の地震被害調査結果

でも検討の有効性が証明されている. 

写真 1-1 に兵庫県南部地震における旧耐震建屋の被害事例 1.3)～1.4)を示す.事例は事務所・

集合住宅などが多いが,工場建屋も同様の弱点があり,リスクを抱えている. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)旧耐震建屋 (b)新耐震建屋 

図 1-5 耐震基準によるレベル２地震に対する応力・被害例の違い 

1-2 工場建屋の屋内レイアウトの例 

 

 
表 1-1 筋違接合部の破断モード 

 

 

【筋違】

接合部破断

【梁】

端部降伏

【梁】

接合部・支口破断 地震力

【柱脚】

アンカーボルト破断

コンクリート破壊

【柱】

柱頭・柱脚降伏

(層崩壊)
層せん断力

地震力

【柱脚】

アンカーボルト降伏

【筋違】

軸部降伏

層せん断力

【柱】

柱頭弾性

母材　有効断面破断 ファスナー　破断 母材・G.PL　はしあき破断 G.PL　破断 G.PL溶接部　破断

正面
図

a-a
断面

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a
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a-1)柱頭降伏による 

層崩壊 
b-1)スカラップ底からの 

梁下フランジの破断 
b-2)梁継手ボルトの破断 

(a) 柱 (b) 梁端部 

 

 
c-1)アンカーボルトの破断 c-2)アンカーボルトの引抜 

(c) 柱脚 

  

d-1) 筋違母材鉄骨の破断 d-2) ファスナーの破断 

  
d-3) ガセットプレートの破断 d-4) 柱・梁との溶接部の破断 

(d) 筋違接合部 

写真 1-1 旧耐震建屋の地震被害例 

1-2 工場建屋の屋内レイアウトの例 
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 (2)旧耐震建屋の耐震性評価と補強部位 

鋼構造の旧耐震建屋の耐震性能は耐震診断指針 1.7) の耐震性指標を用いて評価される.具

体的には建屋の実態調査を行い，既存の部材･接合部の減肉量・劣化・改造有無を把握した

上で,応力解析等を用いて建屋各層の構造耐震指標 Isiおよび保有水平耐力に係る指標 qiを下

式により算出し，耐震性能を評価する． 

Isi=(Qui Fi)/(Wi Ai Fesi ZRt ) ・・・(1-1) 

qi=Qui /(0.25Ai Fesi ZRt ) ・・・(1-2) 

Qui: i 層の保有水平耐力 

Fi: i 層の靭性指標 

Wi: i 層が支える重量 

Ai :総せん断力の高さ方向分布 

Fesi: i 層の剛性率 Fsiおよび偏心率 Feiによって決まる係数 Fesi=FsiFei 

Z:地震地域係数 

Rt:振動特性係数 

靭性指標 Fiは接合部の形式・耐力,部材の幅厚比などにより決まり,建屋の塑性変形能力を

示す値であり,新耐震基準における構造特性係数 DS値の逆数に近い意味を持つ. 

,Isi は概念的には建屋のレベル 2 地震に対する地震エネルギー吸収能力を示しており, qi

はレベル１地震に対する保有水平耐力を示している.耐震性能は求めた Isi,qiに応じて，以下

のような評価を行う. 

(a) Isi < 0.3 または qi < 0.5 の場合 

 →地震の震動および衝撃に対して倒壊し，または崩壊する危険性が高い． 

(b) 0.3 ≦Isi < 0.6 または 0.5 ≦qi < 1.0 の場合 

 →地震の震動および衝撃に対して倒壊し，または崩壊する危険性がある． 

(c) 0.6 ≦Isiかつ 1.0 ≦ qiの場合 

→地震の震動および衝撃に対して倒壊し，または崩壊する危険性が低い． 

なお，Isiの判定指標値に用いられている 0.6 という値は，1968 年の十勝沖地震および 1978

年の宮城県沖地震において，この値以上の Isi を有する建物の中で中破以上の被害を受けた

ものが比較的少なかったという事実に基づいて定められている． 

評価結果が(a)または(b)の場合は,耐震補強を検討し,評価が(c)となる事を狙う.耐震性能を

向上させる方法は大別すると以下の 3 種類ある． 

1) 部材の増設，柱・梁・筋違の交換・補強により建屋の耐力を向上させる(Quiの向上) 

2) 接合部の形式変更・補強により建屋の塑性変形能力を向上させる(Fiの向上) 

3) 屋根・床等の自重や積載荷重を低減し,地震時の応答を低減させる(Wiの低減) 

1)および 2)の方法として，参考文献 1.8)に既往の研究成果や従来補強工法の適用上の留意

点がまとめられている. 
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このような知見を活かして,某製造所の旧耐震建屋の工場群について,補強を検討した結

果の構造別・部位別の補強費用割合を図 1-6に示す.図 1-6 より,構造別では鉄骨造の補強が

多く,鉄骨造の部位別に見ると筋違の補強が 6 割以上を占めていることが分かる.なお,図

1-6(b)では筋違補強や増設により耐力を向上させるために,周辺の柱・梁の補強が伴う場合は

柱または梁の補強として集計しているが,筋違補強に起因していると言える.よって実際は

筋違補強の割合は図 1-6(b)より多くなると考えられる. 

本研究では工場建屋の耐震性能(耐力・靭性)の支配的要素である筋違の補強を対象とする. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (a) 構造別 (b) 鉄骨造の部位別 

図 1-6 旧耐震建屋の工場群の耐震補強費用割合例 

  

RC造
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梁・トラス補強

12%

鉄骨造
71%

（検討対象）
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(3)筋違の耐震補強に関する既存構法と課題抽出 

筋違の耐震補強に関する既存構法としては以下の 3 つのタイプがある. 

① 新たな耐震部材の増設 

② 筋違の交換 

③ 筋違接合部の補強 

なお,既存筋違の断面補強による耐力向上もあるが,その場合には接合部も合わせて耐力向

上が必要となるため③に含めている.1.1.1 で述べたように工場建屋にはスペースと火気の

制約がある.以下では既存構法について整理し,工場建屋に適用する上での課題を抽出する. 

表 1-2 にタイプ①新たな耐震部材の増設に関して既存構法を整理した結果を示す.タイプ

①-1～①-3 について,スペース制約について考察すると,タイプ①-1 は桁行の外側構面にブ

レースを増設する構法であり,補強前に中側構面の負担していた地震力を床面の水平剛性を

高めて外側構面に流す必要があるが工場建屋のように床開口や吹き抜け部が多い場合には,

床面の剛性を高める補強に大変な困難が伴う. タイプ①-2 は屋外にバットレスを増設して

地震力に抵抗する構法であり,屋外にバットレスを設置するための広いスペースを確保する

必要があるが,工場建屋のように屋外に空スペースが少ない場合には,バットレス設置スペ

ースの確保に大変な困難が伴う.タイプ①-3 は屋内にブレースを追加する構法であり,屋内

にブレースを設置するスペースを確保する必要があるが,工場建屋のように生産設備が屋内

に多数存在し,平面的・立体的な生産動線が構成されている場合には,ブレース設置スペース

の確保に大変な困難が伴う. 

 

 

 

表 1-2 新たな耐震部材の増設 

 

 

 

張間・桁行

①-3

工場適用
への課題

・外側桁行構面に限定
※中間桁行構面の負担荷重を
外側構面に流すには床面水
平剛性の大幅向上が必要

・屋外に広い
　補強スペースが必要

・屋内スペースの
　利用制限が大

タイプ
設置場所

概要

平面図
(イメージ)

方向 張間・桁行
屋外 屋内

①－１ ①-2

桁行

補強筋違

屋内スペースの

使用制限発生
補強バットレス

補強バットレス

施工スペースが

必要

柱

補強筋違

筋違

又は壁

張間方向

桁行方向

屋外に

バットレス追加

屋内に

ブレース追加
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タイプ②の筋違の交換については高所の筋違撤去・筋違設置に伴い屋内に大がかりな仮

設足場設置や大型揚重機使用の場合には屋内スペースの使用制限が必要となり,工場建屋の

ように屋内スペースの使用制限が生産停止に繋がる場合には大変な困難を伴う. 

タイプ③の筋違の接合部補強については,生産設備との干渉は比較的少ないため,接合部

近傍に施工スペースを確保できれば補強工事が可能となる. 

以上の考察についてまとめると,タイプ①の新たな耐震部材の増設は,工場建屋に適用す

るには限られたケースでは有効な手段であるが,広く適用していくには現実的な手段では無

いと言える. タイプ②の筋違の交換は,工場建屋内では低所の筋違や屋外から交換可能な筋

違に適用が可能だと言える.タイプ③の筋違接合部の補強は,工場建屋においてスペース制

約が回避可能で広く適用することが可能と考えられる.よって,タイプ③について,火気制約

について考察する. 

表1-3にタイプ③筋違接合部の補強に関して既存構法を整理した結果を示す.③-1は形鋼を用

いた筋違の中間部の剛接合部を溶接補強するタイプであり,③-2 は形鋼を用いた筋違の端部のピ

ン接合部を溶接補強するタイプである.なお,テンションロッドの中間部ターンバックで接合し,端部を

ピン接合するタイプ 1.9)も存在するが,工場建屋では振動によるターンバックルの緩みやテンシ

ョンロッドの撓みによる設備干渉などの問題があり,適用が少ないため,検討の対象外とし

た.  

 

火気制約について考察すると，タイプ③-1,2 ともに溶接を用いるために,工場建屋に適用するに

は 1.1.1 で述べた理由により厳重な火気養生が必要であり,火災リスクの解消は困難である. 

以上より,工場建屋の耐震補強による既存不適格解消を効率的かつ効果的に推進していく

ための課題は,筋違接合部の火気を用いない耐震補強構法(以下,無火気補強構法と記す)の開

発である. 

 
表 1-3 筋違接合部の補強 

 

 

工場適用
への課題

③-2 ピン接合③-1 剛接合

補強前

補強後

全モードﾞ

破断防止

タイプ

・溶接などの火気使用に伴う火災リスク ・溶接などの火気使用に伴う火災リスク

筋違

a

a

a

a

b

b

溶接

補強プレート
a

a

a

a

柱 筋違

ブラケット

梁 【a-a 断面】 【b-b 断面】

補強プレート

溶接

【a-a 断面】

柱

ガセットプレート

梁

【a-a 断面】【a-a 断面】 【b-b 断面】
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1.2 筋違の無火気補強構法の既往研究 

鋼構造建屋の無火気補強構法に関する研究としては,柱,梁,トラスおよび筋違といった既

存部材の耐力向上や新たな耐震部材の増設を狙い,炭素繊維シート,エポキシ系接着剤,ビス

および,摩擦接合金物などを用いて接合する研究 1.10～1.14)が行われている. 

鋼構造の旧耐震建屋における筋違接合部の耐震性評価に関する研究 1.15～1.20)は,体育館等

の公共建築に多用されている山形鋼筋違の接合部を対象に精力的に行われ,その成果は広く

耐震補強設計に活用されているが,筋違接合部の無火気補強構法に関する研究は少ない.表

1-4 に既往の研究例を示す.例えば,石井ら 1.21)は山形鋼筋違の接合部を対象にファスナー破

断防止および筋違母材の有効断面破断防止を狙い,ファスナーを増設することでファスナー

の破断耐力向上および有効断面領域拡張する構法を提案している.また,吉敷ら 1.22)は山形鋼

筋違の接合部を対象に筋違母材の有効断面破断防止を狙い,山形鋼の突出脚に並列材を付加

することで有効断面領域を拡張する構法を提案している.これらの研究成果はファスナーや

母材有効断面の破断防止には有効であるが,母材はしあき・ガセットプレート・溶接部の破

断には検討が必要となる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 1-4 筋違の無火気補強構法の既往研究 

 

 

 

破断モード

石井大吾, 津畑慎也, 田中初太郎: 引張ブレース接合部の
火無し耐震補強構法の提案. 日本建築学会大会学術講演
梗概集, 構造III , pp.734−744, 2016.7

出典

概要

吉敷祥一,梶間夏美,薩川恵一: 山形鋼高力ボルト接合部
の突出脚への並列材付加による乾式補強. 日本建築学会
構造系論文集 第84巻　第757号，pp.447−457，2019.3

母材有効断面 ファスナー
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1.3 目的 

本研究の目的は,旧耐震基準で設計された鋼構造の工場建屋を対象に,筋違接合部の無火

気補強構法を提案すると共にその力学性能を実験的・解析的に明らかにし, 設計に必要な基

礎データを蓄積することで耐震補強の効率的・効果的な推進に資することである.  

 

1.4 本論の構成 

本論文は本章第 1 章を含め全 5 章より成る． 

第 2 章では新たな無火気補強構法の視点と検討対象とする筋違接合部の種類について説

明し,筋違および筋違接合部の必要性能を踏まえて筋違中間部の剛接合部の無火気補強構法

および筋違端部のピン接合部の無火気補強構法を提案する.そして,提案する二つの補強構

法の概要,現場施工手順および荷重伝達機構を示す. 

第 3 章では筋違中間部の剛接合部の無火気補強構法について,補強部を対象とした載荷実

験,解析および製作実験を行い，その有効性を確認する共に耐力評価手法を検討する． 

第 4 章では筋違端部のピン接合部の無火気補強構法について,補強部を対象とした載荷実

験および解析を行い,その有効性を確認すると共に耐力評価手法および適用範囲を検討す

る. 

第 5 章では各章で得られた研究成果を要約し,本論の結論として示す. 
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第 2章 新たな無火気耐震補強構法の提案 

2.1 はじめに 

本章では,まず,多数ある筋違接合部タイプの中から検討対象を絞り込む.次に,新たな構法

の荷重伝達における視点について述べる．最後に,新たな無火気補強構法について提案する. 

 

2.2 検討対象の絞り込み 

表 2-1 に代表的な筋違接合部のタイプを示す.タイプ 1 は柱・梁接合部に取り付けた H 形

鋼のブラケットと H 形鋼筋違を剛接合するものであり,以下では筋違中間剛接合部と記す.

タイプ 2 は柱梁接合部に取り付けたガセットプレートと山形鋼等の形鋼の端部をピン接合

するピン接合部するものであり,以下では筋違端部ピン接合部と記す.タイプ 3は棒鋼どうし

をターンバックルで接合するものであり,以下ではターンバックル接合部と記す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 2-1 対象とする筋違接合部タイプ 

 

 

 

耐力

概要

断面

引張・圧縮 引張(組立筋違は引張・圧縮) 引張

2)筋違端部ピン接合部 3)ターンバックル接合部1) 筋違中間剛接合部
タイプ１ タイプ2 タイプ3

柱

梁

ガセットプレート

ターンバックル

梁

a

【a-a 断面】

筋違

（H形鋼）

柱

ブラケット

【b-b 断面】

筋違

（山形鋼等）

筋違

（棒鋼）

ガセットプレート

a

梁

柱b

b

a

a

b

b

【a-a 断面】 【b-b 断面】
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図 2-1にタイプ 1～3の筋違接合部の既存不適格の旧耐震工場建屋における存在状況を調

査した結果を示す.調査対象の工場建屋は耐震診断の結果,補強が必要と評価された 26 工場

であり,それら 26 工場内に存在する筋違接合部 7,888 箇所について,タイプを調査した.結果

より,タイプ１筋違中間剛接合部およびタイプ 2 筋違端部ピン接合部が工場建屋では大部分

を占めることが分かる.また,タイプ３ターンバックル接合部は工場では撓みによる設備干

渉や振動による緩みの懸念により適用数が少ないことが分かる. 

以上より,本研究の検討対象はタイプ 1 筋違中間部剛接合部およびタイプ 2 筋違端部ピン

接合部の二つとした.なお,筋違端部ピン接合部は筋違のパターンが複数あるため,以下では

更に検討対象の絞り込みについて論ずる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 筋違接合部タイプの調査結果(既存不適格 26 工場/7,888

接合部) 
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表 2-2 に筋違端部ピン接合部に用いられる筋違のパターンを示す.パターン１は山形鋼・

CT型鋼・溝形鋼を用いるものである.パターン２はH形鋼を用いるものであ.パターン 3は

円形鋼管や角形鋼管を用いるものである.このように筋違端部ピン接合部には多数のパター

ンがあり,本研究では工場建屋に比較的多く用いられるパターンを検討対象とする. 

図 2-2 に筋違端部ピン接合部の既存不適格の旧耐震工場建屋における存在状況を調査し

た結果を示す.調査対象の工場建屋は耐震診断の結果,補強が必要と評価された 19 工場であ

り,それら 19 工場内に存在する筋違接合部 6,362 箇所について,パターンを調査した.なお,

筋違には 30ton 吊程度の小規模な天井クレーンを有する工場建屋に多く用いられる形鋼単

材形式と100ton吊程度の大規模な天井クレーンを有する工場建屋に多く用いられる形鋼組

立形式の 2 種類があるが,その 2 種類について端部ピン接合部のガセットプレートに対して

形鋼が片面または両面で接合されているかでパターン分けを行った.結果より,山形鋼をガ

セットプレート片面に接合するパターンが 27%と最も多いことが分かった. 

 
表 2-2 筋違端部ピン接合部のパターン 

 

 

 

図 2-2 筋違端部ピン接合部の調査結果(既存不適格 19 工場/6,362 接合部) 

 

検討対象 検討対象外

(c)

断面図

パターン2パターン1 パターン3
(a)

筋違
H形鋼山形鋼，

CT鋼,溝形鋼など
鋼管

(b)

全体図

b

ba

a
筋違

梁

ガセットプレート

b

b

柱

【a-a 断面】

筋違

梁

ガセットプレート

柱

筋違

梁

ガセットプレート

柱

【b-b 断面】 【b-b 断面】

中間剛接合

19.6%

（検討対象）

ターンバックル等

0.4%

27.2%

(検討対象)

7.1%
2.2%

18.8%

17.5%
7.2%

端部ピン接合

80.0%

1

2

3

4

5

6

7

8



第 2章 新たな無火気耐震補強構法の提案 

 

2-4 

 

以上の調査結果より,本研究では検討対象とする筋違端部ピン接合部は山形鋼をガセット

プレート片側に接合したパターンとするが,新たな構法の提案ではその他のパターンにも適

用可能な形状を念頭に置くこととした. 

 

2.3 提案の方針 

筋違接合部の破断には1.1.2で述べたように複数の破断モードが存在する.表2-3に筋違接

合部における荷重伝達ルートを示す.筋違中間剛接合部であれば筋違母材断面欠損部～ファ

スナー～スプライスプレート～ファスナー～ブラケット断面欠損部～溶接部～柱・梁へと

伝達され,筋違端部ピン接合部であれば筋違母材有効断面～ファスナー～ガセットプレート

～溶接部～柱・梁へと伝達され,伝達ルートにある各々の部位が荷重に対して破断耐力に達

することにより破断が生じる.そのため,筋違接合部の荷重伝達ルートに沿った補強検討は,

例えば有効断面破断が防止できても次はファスナー破断がネックとなるといった様に大変

複雑になる.その結果,補強部材の最終形状も個々の接合部により異なり一般化が困難とな

る.本研究ではこのような困難を回避するために,既存の筋違接合部の荷重伝達ルートとは

異なる新たな荷重伝達ルートを無火気で付加し, 補強部形状の一般化および補強検討の簡

素化を狙う. 

なお,タイプ１筋違中間剛接合部では,既存接合部がファスナー接合されているブラケットの柱・

梁との溶接部は十分耐力を有しており,筋違軸部の降伏荷重に対して破断しない前提とした. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 2-3 新たな補強構法の荷重伝達 

 

 

タイプ１ タイプ２
筋違中間剛接合部 筋違端部ピン接合部

補
強
前

補
強
後

溶接部(充分な耐力があり、破断しない前提)

ファスナー
筋違

スプライスプレート

既存の荷重伝達ルート

ブラケット

荷重

柱・梁

筋違

ファスナー

ガセットプレート
溶接部

柱・梁
既存の荷重伝達ルート

新たな荷重伝達ルート補強材 新たな荷重伝達ルート補強材

荷重
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2.4 筋違接合部の種類と筋違接合部が必要な力学性能 

表 2-4 に筋違中間剛接合部および筋違端部ピン接合部の地震時挙動を示す.表 2-4(b)・(c)にタ

イプ 1・ 2 の正負載荷時の変形図および荷重変形関係を示す. タイプ 1 では引張載荷時に降伏し,

圧縮載荷時は筋違の細長比が小さく(座屈抵抗が大きい)ため比較的大きな荷重で座屈する.そ

のため,設計では引張・圧縮共に耐力を見込むことが多い.一方で, タイプ 2 は引張載荷時にタイプ

1 と同様に降伏するが, 圧縮載荷時は筋違の細長比が大きい(座屈抵抗が小さい)ため極めて小

さい荷重で座屈する. そのため,設計では引張のみ耐力を見込み,圧縮は耐力を期待しないことが

一般的である. 

上述のタイプ 1・ 2 の正負載荷時の荷重変形関係より,筋違接合部に求められる力学性能は,引

張ではタイプ 1・ 2 ともに筋違軸部の降伏前に筋違接合部が破断しないことである. 本研究では文

献 2.1)において筋違軸部の降伏前に接合部が破断しない条件として示されている下式を,筋違接合

部の破断耐力 Nj,u が満足することを目標とする. 

Nj,u ≧AF ・・・(2-1) 

1.1:鋼材の降伏応力度のバラつきを考慮した係数 

A:筋違軸部の断面積 

F:鋼材の基準強度 

圧縮ではタイプ 1 は筋違の座屈耐力を伝達可能な事と,筋違中間に接合部があるため筋違

の座屈に伴い曲げが生じても健全であることが求められる.一方, タイプ 2は筋違の座屈耐力

が極めて小さく,接合部は筋違端部のピンと見做せるため,座屈に伴い生じる曲げも考慮し

なくてよい. 

 

 
表 2-4 筋違の地震時挙動 

 

 

(c)
荷重
変形
関係

筋違中間剛接合部 筋違端部ピン接合部

(a)
概要

(b)
変形

タイプ1 タイプ2

a

a

b

b

a

a

Q1

d1O

降伏

座屈

A1, I1

=L/ I1/A1√

L

Q1

d1

Q1

降伏

座屈

A2, I2

=L/ I2/A2√

L

Q2

d2

Q2

降伏

座屈

<2

Q2

d2O

降伏

座屈

梁
【a-a 断面】

筋違

（H形鋼）

柱

ブラケット

【b-b 断面】

梁

筋違

（山形鋼）

柱

【a-a 断面】
ガセットプレート



第 2章 新たな無火気耐震補強構法の提案 

 

2-6 

 

旧耐震設計の筋違接合部の場合,引張は設計用の応力解析などでレベル１地震に対する筋

違の存在応力を伝達できるように接合部の部材が選定されていることが多い.そのため,実

際の地震荷重により,架構が塑性化すると,応力解析で設定した存在応力より大きな応力が

筋違に生じて筋違接合部に破断が生じることが多い.一方,圧縮は筋違の計算上の座屈耐力

を伝達できるように筋違接合部の部材が選定されている事が多く,計算上の座屈耐力が引張

側の応力解析で求めた存在応力より大きくなることは極めて稀であるため,圧縮で筋違接合

部が破断することは現実的には殆ど無いと考えられる. 

以上の筋違接合部に求められる力学性能および旧耐震設計の筋違接合部の考察より,補強

構法に求められる力学性能を以下にまとめる. 

 

1)タイプ 1の筋違中間剛接合部の補強構法 

【引張】 

筋違軸部の降伏前に補強した筋違接合部が破断しない 

【圧縮】 

筋違の座屈に伴う曲げに対して補強した筋違接合部が健全 

 

2) タイプ 2の筋違端部ピン接合部の補強構法 

【引張】 

筋違軸部の降伏前に補強した筋違接合部が破断しない 

【圧縮】 

検討不要 

  

以上の筋違接合部の補強構法に求められる力学性能を踏まえて,次節以降で新たな補強構

法について提案する. 
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2.5 筋違中間剛接合部の無火気耐震補強構法  

2.5.1 構法の概要 

表 2-5 に筋違中間剛接合部の無火気耐震補強構法(以下,構法 1 と記す)の概要を示す.既存の

旧耐震建屋の H 形鋼筋違中間の剛接合部を対象に,コンパクトかつ無火気の補強を狙い,H 形鋼

断面内に設置したコンクリート(またはモルタル),カバープレートおよび PC 鋼棒を用いた構法につ

いて提案する.なお,充填材はコンクリート,モルタルのどちらでも可能である.なお,構法１では,既存

接合部がファスナー接合されているブラケットの柱・梁との溶接部は十分な耐力を有しており,筋違

軸部の降伏荷重に対して破断しない前提とした. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 2-5 筋違中間剛接合部の無火気補強構法の提案  

  

補強前 補強後（新構法）

概要

a-a
断面

ブラケット

コンクリート

又はモルタル

カバー

プレート

カバープレート

a

a

a

a

接合部

筋違

柱

梁

PC鋼棒

荷重 コンクリート

又はモルタル

ファスナー

筋違

(H形鋼)

PC鋼棒

圧縮力

溶接部は筋違軸部降

伏荷重に対して破断

しない前提



第 2章 新たな無火気耐震補強構法の提案 

 

2-8 

 

2.5.2 現場施工手順 

図 2-3 に構法 1 の現場における施工手順を示す.構法 1 は,既存 H 形鋼のフランジとウェブに囲

まれるコ字形スペースを活用して補強部をコンパクトに納めることを狙った.まず,鋼製のカバープレ

ートをコ字形スペースの外側に設置する. カバープレートにはスタッドボルトを溶接してあり,後述す

るコンクリート充填時にはフランジとカバープレートの隙間およびコ字形スペース下部を施工用プレ

ート等で塞ぐことで型枠の役割も持たせる.また,コ字形スペース上部からのコンクリートまたはモル

タルの充填が可能となるようにカバープレートと上部にある既設柱・梁とのクリアランスは 100 ㎜以

上確保できるように留意する.次に,PC 鋼棒をカバープレートおよび H 形鋼ウェブを貫通するように

設置する.更に,充填材のコンクリートまたはモルタルをコ字形スペース上部より充填する.なお,後述

する載荷実験・製作実験では流動性が高い高強度コンクリートを用いることで筋違接合部ファスナ

ーの凹凸部分にも密実に充填できるようにした.最後に,コンクリート硬化後に PC鋼棒を引張り,カバ

ープレートによって充填材のコンクリートまたはモルタルおよび H 形鋼を挟み込む圧縮力を導入す

ることで(以下,PC 鋼棒圧縮力と記す),無火気での現場施工を可能とした. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-3  筋違中間剛接合部の無火気補強構法の現場施工手順 

 

①孔あけ

②カバープレート設置

③PC鋼棒設置

④コンクリート

又はモルタル充填

⑤圧縮力導入

（コンクリート又はモルタル

強度確認後）
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新たな荷重伝達ルート

接合部

コンクリート又はモルタル

筋違

PC鋼棒カバープレート

荷重 荷重

圧縮力

スタッド

既存の荷重伝達ルート

摩擦&ダボ効果

2.5.3 荷重伝達機構 

図 2-4 に補強部への荷重伝達機構を示す. 図 2-4(b)(c)(d)に示すように,筋違の引張荷重の

一部は補強部へ充填材のコンクリートまたはモルタルと筋違(鋼)界面での摩擦による荷重

伝達 PF (以下,摩擦耐力と記す)および PC鋼棒のダボ効果による荷重伝達 PD (以下,ダボ効果

耐力と記す)の二つの機構により伝達される.その結果,筋違接合部の耐力が筋違のファスナ

ー孔欠損部破断,ファスナー破断およびファスナーはしあき破断により決まる場合には,筋

違接合部と補強部からなる補強後接合部(以下,補強後接合部と記す)の耐力は筋違接合部の

耐力より増加し,筋違が軸部降伏耐力に達する前の補強後接合部の破断防止が可能となる.  

 

 

 

(a)全体図 

 

(b)b-b 断面 

 

(c)摩擦 (d)ダボ効果 

図 2-4 筋違中間剛接合部の無火気補強構法の荷重伝達機構 

b

b

荷重

圧縮力
圧縮応力

荷重 荷重

PF：摩擦耐力 PD：ダボ効果耐力
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2.6 筋違端部ピン接合部の無火気耐震補強構法  

2.6.1 構法の概要 

表 2-6 に筋違端部ピン接合部の無火気耐震補強構法(以下,構法 2 と記す)の概要を示す.構法

2 の対象は,H 形鋼柱のフランジにガセットプレートを溶接し,その片側に山形鋼筋違がファスナー

で接合された接合部であり,柱・梁接合部は剛接合である. 

構法 2 では,柱・梁および筋違端部の接合部が集中する範囲の補強を回避して施工を簡易化す

ることを狙った.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 2-6 筋違端部ピン接合部の無火気補強構法の提案 

  

補強後（新構法）

概要

a-a

断面

補強前

筋違(山形鋼)

筋違

柱

梁側方杖

高力ボルト

方杖(平鋼)

梁

柱側方杖

a

a

a

a
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2.6.2 現場施工手順 

図 2-5 に構法 2 の施工手順を示す.まず, (a)に示すように筋違,柱および梁にファスナー孔を設

ける.次に, (b)に示すように柱側・梁側の方杖の位置決めをする.なお,鋼板を用いた方杖の中間部

には 2 箇所の高力ボルト接合部を設けて方杖の位置調整を可能とした.最後に, (c)に示すように方

杖と筋違,柱および梁を高力ボルトで接合することで無火気での現場施工を可能とした. 

図 2-6 に構法 2 の施工における利点である柱・梁側の方杖の取付パターンを示す. まず,

図 2-6 (a)は方杖設置に伴う障害物が無く,柱・梁側の方杖の取付角度(0,0)を同じ角度で設置

する場合である. 次に, 図 2-6 (b)は柱・梁側の方杖と柱・梁の接合部近傍に障害物があり,

柱・梁側の方杖の取付角度を別々にした場合である.最後に, 図 2-6 (c)は方杖と筋違の接合

部近傍に障害物があり,方杖の取付高さ rを上に移動した場合である. 構法 2では方杖の取

付角度や取付位置の設定により,障害物の回避できる施工を可能とする.  

 

 

 

 

 

 
(a)孔明け (b)方杖位置決め (c)ボルト締め 

図 2-5  筋違端部ピン接合部の無火気補強構法の現場施工手順 

 

 

 

 

(a)同じ角度(0=0) (b) 異なる角度(0<0) (c)取付高さの変更 

図 2-6  方杖の取付パターン   

障害物

r
取付高

0
取付
角度 0

00

①孔あけ ③本締め②方杖設置
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2.6.3 荷重伝達機構 

2.6.2 で示した補強部の構成により, 表 2-7 に示すよう補強後には筋違の引張荷重の一部は,筋

違の突出脚から高力ボルト摩擦接合部,方杖を介して,柱および梁に伝達される.その結果,方杖を

設置する前の筋違接合部の破断耐力が,筋違のファスナー孔欠損部の破断,ファスナーの破断,筋

違のはしあき破断,ガセットプレートの破断およびガセットプレート溶接部破断のいずれで決まる場

合においても,方杖を設置した後は筋違と方杖からなる部分(以下,補強部と記す)の耐力は,方杖を

設置する前の筋違接合部の破断耐力より増加する.従って,筋違が軸部降伏耐力に達する前の補

強部内部にある筋違接合部の破断防止が可能となる.(以下,筋違について,補強部内部を補強筋

違,補強部外部を既存筋違と記し,両者を合わせて筋違と記す).なお,構法 2 では補強筋違は軸部

降伏させないものとする. 

 

2.7 まとめ 

本章では,まず,多数ある筋違接合部タイプの中から既存不適格の旧耐震工場建屋で用い

られることが多い筋違中間部剛接合部および筋違端部ピン接合部の 2 タイプに検討対象を

絞り込んだ.更に筋違端部ピン接合部については既存不適格の旧耐震工場建屋で用いられる

ことが比較的多い山形鋼をガセットプレート片面に接合するパターンを検討対象に絞り込

んだ.次に,新たな構法の荷重伝達における視点は,既存の荷重伝達ルートとは異なる新たな

荷重伝達ルートを補強により付加することで補強検討を簡素化する事とした.最後に,筋違

中間剛接合部および筋違端部ピン接合部について,新たな無火気補強構法を提案した. 

 

 

参考文献 

2.1) 日本建築防災協会: 2011年改訂版 耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断および耐震改

修指針・同解説, 日本建築防災協会, 2011 

 

 

 
表 2-7 筋違端部ピン接合部の無火気補強構法の荷重伝達機構 

 補強後（新構法）

概要

補強前

荷重
荷重

新たな荷重伝達ルート既存の荷重伝達ルート
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第 3章 筋違中間剛接合部の無火気耐震補強構法に関する実験・解

析を用いた性能確認 

3.1 はじめに 

本章では旧耐震建築物のH形鋼筋違中間部の剛接合部を対象として,提案する無火気耐震

補強構法 1 に関して,まず補強効果,耐力評価手法の妥当性を検討するために,補強部を構成

する PC 鋼棒の数量・導入圧縮力,コンクリート強度および既存部・補強部の組合せを実験

因子とした載荷実験および FEM 解析について論ずる.次に,PC 鋼棒の圧縮力の有効率を把

握するための製作実験について論ずる. 

 

3.2 耐力評価・各部設計の方針 

本節では,構法 1 の設計における方針を論ずる. 

図3-1に補強部への荷重伝達機構を示す.補強部の耐力評価において,補強部耐力PRは摩擦

耐力 PF で決まり,ダボ効果耐力 PDは見込まないものとすると,下式で表される. 

PR =PF+PD =PF+0=PF ・・・(3-1) 

摩擦耐力 PFは PC 鋼棒圧縮力に比例するクーロン摩擦を仮定し,下式で評価した. 

PF =2Cn/2 ・・・(3-2) 

：鋼とコンクリートの摩擦係数 0.5 

C(kN)：PC 鋼棒一本当たりに導入する圧縮力 

n/2：補強部片側に設置する PC 鋼棒の本数 

 

 (a)摩擦 (b)ダボ効果 

図 3-1 補強部への荷重伝達機構 

 

図.3-2 に補強部の各部設計の概要を示す.PC 鋼棒の配置は文献 3.1)を参考に PC 鋼棒の径

を d として, 図.3-2 (a)・(b)に示すように PC 鋼棒相互の間隔＞3d,PC 鋼棒のコンクリート

かぶり厚＞50mm,PC 鋼棒の圧縮力により頂角 45°の円錐状に応力が広がると仮定し,この

応力が筋違接合部に掛からないようして決定する.コンクリートについては, 図.3-2 (c)・(d)

に示すようにコンクリートに伝達された PRは全てカバープレートへと伝達されるものとし

て,コンクリートの材料強度を PC鋼棒の圧縮力による圧縮応力 ccおよび PR によるせん断

応力 cの複合によって生じる斜張応力 ccsに対して許容応力度内となるように決定する. カ

C:圧縮力
圧縮応力

荷重 荷重

PF：摩擦耐力 PD：ダボ効果耐力
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PR/2

PRJ=PJ+PR

PJ/2

PJ/2PR/2

PR/2

PR/2

圧縮力
圧縮応力

45°

PR：補強部耐力

PJ：接合部耐力

PRJ：補強後

接合部耐力

cσc
cτ

cσc

cτ

cσcs

バープレートは図.3-2 (c)に示すように,PR を材軸方向の引張・圧縮で伝達できるように材

質・断面形状を決定する.コンクリートからカバープレートへの荷重伝達は筋違からコンク

リートへの荷重伝達と同様に摩擦で可能であると考えられ,構法 1 におけるスタッドボルト

の省略は今後の検討課題であるが,スタッドボルトはコンクリートとカバープレートの摩擦

が切れた後のズレ止めとして期待し, 文献 3.2)を参考にスタッドボルトのせん断力でコンク

リートからカバープレートへ PR を全て伝達できるように径と本数を決定する.また,スタッ

ドボルトの根元(カバープレートとの溶接部)には圧縮力を直接的に加えないこと,PC鋼棒の

圧縮力が加わるカバープレートの面外剛性は高くないことより,スタッドボルトの支圧によ

るコンクリート局部破壊の懸念は低いと判断した.なお,コンクリート,カバープレートおよ

びスタッドボルトはPR が筋違の表面状態により摩擦係数が 0.5より高くなることに配慮し

て応力度比に余裕を持たせて PR が摩擦で決まるように留意する. 

補強後接合部耐力PRJ は図.3-2(e)に示すように補強部耐力PRと筋違接合部耐力 PJの単純

累加として,下式で表される. 

PRJ = PR + PJ ・・・(3-3) 

  

(a) 概要 (b) a-a 断面 
  

(c) b-b 断面 (d) コンクリート斜張応力 

 

(e) 補強部耐力と接合部耐力 

図 3-2 各部設計手法 

d

≧3d

≧50mm

45°

≧50mm

圧縮力

圧縮応力

3d以上

PRJ=PJ+PR

a

a

b b

圧縮力圧縮応力
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3.3 検討目的 

本章では,前節で示した,耐力評価方針および補強部を構成する各部の設計方針の妥当性

検証を目的とする.まず.補強部耐力の決定要因((3-1)式),補強部と筋違接合部の耐力累加可

否((3-3)式)を載荷実験により確認する.次に,補強部内部の応力を FEM 解析により確認する.

最後に, 構法 1における摩擦力の起因となるPC鋼棒に導入した圧縮力の経時変化を製作実

験により確認する. 

 

3.4 載荷実験 

3.4.1 実験概要 

図 3-3に試験体のセットアップを示す. 構法 1の目標は引張荷重に対して接合部を補強す

ることであるため,実験は両端ピン支持の試験体に対して2,000kN油圧ジャッキを用いて単

調引張載荷を実施した. 

3.4.2 試験体 

図 3-4に標準試験体図(後述する表 3-4のNo.6 試験体)を,試験体の使用部材を表 3-1に示

す.筋違を模擬した鉄骨には実大相当のH-244×175×7×11(SS400・SM490)を用いた.なお,

今回実験では補強後接合部の挙動に着目したため,引張荷重に対して筋違は補強後接合部よ

り早期に塑性化しないよう選定し,治具の扱いとした.接合部ファスナーには高力ボルトを

用いてボルト滑り耐力は筋違の降伏耐力より低くなるように設定した. コンクリートには

高強度コンクリート(Fc100・Fc60)を用い,収縮低減剤を混和した.なお,コンクリート充填は

試験体材軸方向を鉛直にして,上部の H 形鋼とカバープレートに囲まれる隙間から行い, 充

填後はバイブレーターでカバープレートの外側から加振し,密実なコンクリートが得られる

ようにした.カバープレート(t-19,SS400)にはスタッドボルト(D13)を溶接した.PC 鋼棒(φ

 

 

 

図 3-3  試験体セットアップ 

  

1
0
0

2000kNスイベル

2000kNジャッキ

ロードセル

ピン

1
,0

0
0

1
0
0

1
,2

0
0

2,000kN
油圧ジャッキ

試験体

荷重・変形
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15・C 種 1 号)にはアスファルト系絶縁材を塗布してコンクリートと縁を切り,圧縮力は 1 本

当たり 100kNを導入した.なお, 圧縮力を導入する前にコンクリートが所定の強度を発現し

ていることを確認している. 

表 3-2 に筋違の引張試験結果を, 表 3-3 にコンクリートの材料試験結果示す. 試験で採用

した高強度コンクリートはスランプフローが Fc100 で 620mm×610mm, Fc60 で 480mm

×455mm であり,流動性が高いことが分かる.  

図 3-5 に計測計画を示す.荷重は油圧ジャッキの先端に取り付けたロードセルによって計

測した. 変位計は全体材軸変形計測用に D1・D2,カバープレート材軸変形計測用に D3・

D5・D7・D9,カバープレート面外変形計測用に D4・D6・D8・D10 の計 10 箇所を設置し

た.なお,載荷実験結果の材軸方向変形は D1・D2 の平均値とした.歪は図 3-4 中の■位置(筋

違,筋違接合部およびカバープレート)に取付けた一軸ゲージで計測した.  

写真 3-1 に試験体の製作の流れを示す. 

表 3-1 試験体の使用部材 

既存部 筋違 H-244×175×7×11（SM490・SS400） 

 接合部 フランジ 4HTB-M20(S10T),PL-6(SS400),2PL-9(SS400) 

  ウェブ 4HTB-M12(S10T),2PL-9(SS400) 

補強部 カバープレート t19(SS400), スタッド（D13,h=55） 

 PC 鋼棒 φ15mm（C 種 1 号）,アスファルト系絶縁材塗布 

  圧縮力 100kN/ 本 

 コンクリート Fc=100N/mm
2
 & 60N/mm

2
,収縮低減剤混和 
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図 3-4 標準試験体(No.6 試験体) 

 

表 3-2 筋違の引張試験結果 

鋼種 
 降伏強度 
[N/mm

2
] 

引張強度 
[N/mm

2
] 

伸び 
[%] 

SM490 433 543 25 

SS400 311 465 29 

 

表 3-3 コンクリートの材料試験結果( 材齢 21日圧縮強度)  

材質 
圧縮強度 
[N/mm

2
] 

スランプフロー 
 [mmxmm] 

Fc100 125 620×610 

Fc60 63 480×455 

 

高力ボルト
S10T M20

スプライスPL
t=9mm 

高力ボルト
S10T M20

筋違

カバーPL

コンクリート
PC鋼棒

スタッド

歪ゲージ
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4)カバープレート組込

PC鋼棒仮締

7)コンクリート養生 8)PC鋼棒本締

（バイブレーター） （圧縮力導入）

1)鉄骨組立 2)PC鋼棒組込

6)コンクリート充填5)コンクリートフロー試験

3)スタッドﾞ溶着

 

図 3-5 計測計画  

 

 

写真 3-1 試験体製作手順 

 

 

 

 

 

D9

D1 D2

D10

D7 D8

D5

D1

D6

D3 D4

前

ロードセル

後

変位計D2
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表 3-4に試験体リストを示す. 表 3-4には試験体を構成する部品の有無と耐力評価結果を

示した.  

No.1～4 試験体は筋違接合部を省いて筋違および補強部を模擬しており筋違から補強部

への荷重伝達機構を確認するための試験体であり,それぞれの確認項目を記す.No.1 試験体

はダボ効果による荷重伝達を確認するための試験体であり,PC 鋼棒の設置本数と配置は後

述する No.4 試験体と等しくしたが,PC 鋼棒に圧縮力を導入していないため摩擦は生じず,

ダボ効果のみによって筋違から補強部に荷重伝達がなされる.No.2~4 試験体はダボ効果お

よび摩擦による荷重伝達を確認するための試験体であり,PC 鋼棒の本数は No.2 試験体は 4

本, No.3 試験体は 6 本, No.4 試験体は 8 本と段階的に増やしており,圧縮力を導入したため

摩擦が発生し，ダボ効果に加えて摩擦によって筋違から補強部に荷重伝達がなされる.その

ため, No.2~4 試験体と No.1 試験体の耐力の差が(ダボ効果+摩擦)-ダボ効果=摩擦のみによ

る耐力となる. 

No.5 試験体は補強部を省いて筋違および筋違接合部を模擬しており,筋違接合部の耐力

を確認するための試験体である. 

No.6試験体は筋違,筋違接合部および補強部を組み合わせて構法 1の補強後接合部を模擬

しており補強部と筋違接合部の耐力累加の可否を確認するための試験体である.補強部は

No.4 試験体と同等で筋違接合部は No.5 試験体と同等としており, No.6 試験体の耐力と

No.4 試験体および No.5 試験体の耐力の和を比較することにより筋違接合部と補強部の耐

力累加の可否を確認できるようにした. 

 No.7 試験体はコンクリートの強度のみ No.6 試験体からを変化させており,コンクリー

ト強度の違いによる挙動の違いを確認するための試験体とした. 

各試験体の耐力評価結果について,筋違は前述の通り試験治具であるため軸部降伏耐力

Pyield は補強部,筋違接合部および補強後接合部が耐力に達するより先に塑性化しないよう

に設定した.具体的には No.1～5 試験体の Pyield は材質 SS400 の基準強度 F による計算値

1,330kN であり,No.6･7 試験体の Pyieldは材質 SM490 を用いて更に F を上げて Pyieldの計算

値 1,830kNとした.筋違接合部の耐力 PJはNo.1～5試験体の Pyieldの 50%程度となるように

摩擦係数 0.45を前提として 700k Nで高力ボルトが滑る設定とした.補強部耐力 PRは(3-1)・

(3-2)式より算定した. 
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補強部 補強後

a-a 筋違 接合部 接合部

断面
圧縮力 P yield P J P R

P RJ=

P J+P R

1
○

SS400 × ○
Fc100

○ ○ × 1,330 ― 0 0 ダボ

2
○

SS400 × ○
Fc100

○ ○
○

400kN
1,330 ― 200 200

ダボ
＋
摩擦

3
○

SS400 × ○
Fc100

○ ○
○

600kN
1,330 ― 300 300

ダボ
＋
摩擦

4
○

SS400 × ○
Fc100

○ ○
○

800kN
1,330 ― 400 400

ダボ
＋
摩擦

無
補
強

5
○

SS400
○ × × × × 1,330 700 ― 700 接合部

6
○

SM490
○

○
Fc100

○ ○
○

800kN
1,830 700 400 1,100

補強後
接合部

7
○

SM490
○

○
 Fc60

○ ○
○

800kN
1,830 700 400 1,100

コンク
リート
強度

確認
事項

概要No.

構成 耐力設計値[kN]

既存部

補
強
部
の
み

補
強
後

既存部 補強部

筋違 接合部
コンク

リート

カバー

プレート

PC鋼棒

a

a

a

a

a

a

a

a
a

a
a

a

a

a

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-4  試験体リスト 
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3.4.3 実験結果 

(1) 補強部 

図 3-6にNo.1～4試験体の荷重-軸変形関係を示す. No.1試験体は, 変形 0.1mm程度から

剛性が低下し,その後は荷重が僅かに増加する挙動を示したが,5mm の時点で載荷を終了し

た. No.2 試験体では,変形 0.6mm 程度まで弾性的に荷重が上昇し,その後,明確な剛性低下が

生じ,変形 3.7mm付近で筋違とコンクリートの摩擦が切れて滑りが発生したが 4.5mm付近

で PC 鋼棒と筋違の接触により再び荷重が上昇し,5mm の時点で載荷を終了した.No.3 試験

体は, 変形 1mm 程度まで弾性的に荷重が上昇し,筋違とコンクリートの摩擦が切れて滑り

が発生するが 2mm付近で PC鋼棒と筋違の接触により再び荷重が上昇し,5mmの時点で載

荷を終了した.No.4 試験体は,変形 1mm 程度まで弾性的に荷重が上昇し,その後,明確な剛性

低下が生じ,変形 1.7mm付近で筋違とコンクリートの摩擦が切れて滑りが発生したが 3mm

付近で PC 鋼棒と筋違の接触により再び荷重が上昇し, 5mmの時点で載荷を終了した.  

No.2~4 試験体は PC 鋼棒に圧縮力を導入してコンクリートの摩擦を発生させた試験体で

あり,その耐力設計値を図 3-6 中に点線で示した.No.2~4 試験体は摩擦によって決まる設計

値付近を超えてから剛性が次第に低下し,摩擦が切れて滑り耐力(図 3-6 中,No.2~4 試験体の

●で示した点)に達した.この結果は,設計値を超えた付近から摩擦が徐々に切れ始めたもの

のダボ効果で耐力が向上し,図 3-6 の●点で摩擦が全て切れて大きな滑りが発生したと考え

られる.また, No.2~4 試験体で●点が生じる変形量の差異は摩擦が全て切れる変形量のバラ

つきと考えられる. 

この現象によるNo.2~4試験体の耐力を分析した.分析に際してNo.1試験体のダボ効果に

よる耐力は No.4 試験体が滑り耐力に達する変形 1.7mm での荷重とした. 

 

 

 

 

 

図 3-6  No1-4 試験体の荷重-変形関係 
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図 3-7 に No.1~4 試験体の PC 鋼棒圧縮力と滑り耐力の関係を示す.この結果は,滑り耐力

はPC鋼棒圧縮力と比例関係にあり,PC鋼棒圧縮力を増加させることで滑り耐力を増加させ

ることが可能であり,仮定したクーロン摩擦の法則が成立することを示している. なお,実験

結果の見かけの摩擦係数は 474kN/(100kN/本×4 本×2 面)=0.58 となり,(3-2)式で仮定した

摩擦係数 0.5 は安全側の評価となることを確認した.また,ダボ効果にも耐力を期待できるこ

とを確認した. 

以上の結果より,補強部耐力を摩擦のみで評価した(3-1)式は安全側となること,摩擦耐力

を摩擦係数 0.5 のクーロン摩擦で評価した(3-2)式は安全側となることを確認した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7    No1-4試験体の滑り耐力-PC鋼棒圧縮力関係 
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(2) 補強後接合部 

図 3-8 に No.5~7 試験体の荷重－変形関係を示す.No.5 試験体は変形 1mm 付近で接合部

高力ボルトの摩擦が切れて大きな滑り(図 3-8 中●に示した点)が発生し,その後,ボルトの支

圧による耐力上昇とボルトの摩擦が切れることによる滑りを繰り返したため,3mm を超え

た時点で載荷を終了した.No.6 試験体は,変形 1.7mm 付近まで弾性的に荷重が上昇し,摩擦

が切れて滑り(図 3-8 中●に示した点)が発生し,5mm の時点で載荷を終了した. 図 3-8 中に

細点線で示したのは No.5 試験体の耐力設計値 PJ,No.6 試験体の耐力設計値 PRJおよび筋違

の耐力設計値 Pyieldである. 太点線で示したのは No.5 試験体と No.4 試験体の荷重を単純累

加した仮想の荷重-変形関係(以下,単純累加と記す)である. 

No.5試験体の滑り耐力は耐力設計値 PJ, を上回った.その要因は高力ボルト接合部添板と

筋違の摩擦係数が耐力評価で仮定した 0.45 を上回ったためと考えられる.No.6 試験体の滑

り耐力は筋違接合部のみの No.5 試験体の耐力を上回り,構法 1 の補強効果が表れた.ま

た,No.6試験体の耐力設計値PRJを上回った.その要因は耐力評価で見込まなかったダボ効果

と高力ボルト接合部の摩擦係数のバラつきによるものと考えられる.そして, No.6 試験体の

滑り耐力は単純累加の耐力を若干ではあるが上回った.その要因は No.6 試験体では筋違接

合部と補強部とを組み合わせたことにより,接合部高力ボルトの凹凸とコンクリートで支圧

による荷重伝達が生じたためと推測される.この結果より,構法 1は筋違接合部の補強効果が

あり,補強後接合部耐力の評価において補強部耐力と筋違接合部耐力の単純累加とした(3-3)

式は安全側の評価となることを確認した. 

 

 

 

 

 図 3-8    No4-6試験体の荷重-変形関係 
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図 3-9 に No.6 試験体の滑り耐力決定要因と耐力累加の可否を分析するために No.6 試験

体の筋違接合部ならびにカバープレート部分の荷重ならびに歪を分解した結果を示す. 図

3-9 (a)の各部分の荷重について,筋違はロードセルでの計測値，接合部は歪計測値から算出

した値, カバープレートは筋違の荷重から接合部の荷重を除いた値とした. 図 3-9(b)の各部

分の歪は歪ゲージの計測値とした. 図 3-9 (a)荷重-変形関係より,No.6 試験体は高力ボルト

接合部の滑り(図3-9(a)中に塗潰し記号●に示した点)により試験体全体すなわち補強後接合

部の耐力が決定されていたことが分かった.カバープレートは高力ボルトの滑り発生後に剛

性は低下するが荷重は低下せず, 高力ボルトの滑り発生後も補強部では摩擦・ダボ効果によ

る荷重伝達量が低下しなかったことが分かった.カバープレートの剛性低下は高力ボルトの

滑り発生による応力再配分と試験機の荷重制御ができなくなったためと推測される .図

3-9(b)荷重-歪関係より各部は弾性範囲であったことが確認された.この結果より,限られた

条件下ではあるが,補強後接合部においては筋違接合部の滑り耐力まで補強部は荷重低下す

ることはなく,提案した各部設計手法により補強部応力は弾性範囲に留められることを確認

した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

      (a)荷重‐変形関係             (b)荷重- 歪関係 

図 3-9   No6 試験体の試験結果分析 
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 (3)補強部コンクリートの検討 

構法 1 の荷重伝達すなわち補強効果を担保するのはコンクリートの健全性である. 図

3-10 に No6･7 試験体の荷重-変形関係を示す.両試験体の差異はコンクリート強度のみであ

り,No.6試験体には Fc100,No.7試験体には Fc60を用いた. No6･7試験体共に 2mm付近ま

で弾性的に荷重が上昇した後に滑りが発生し, 5mm の時点で載荷を終了した. 

No6･7 試験体の滑り耐力は接合部高力ボルトの摩擦が切れて滑りが発生した際の荷重で

あり, 図 3-10 中に塗潰し記号●で示した.両試験体共に,滑り耐力の差異は筋違接合部の高

力ボルトの滑り耐力のバラつきで決定されており,今回試験の範囲内ではコンクリート強度

の差異による補強効果の差異は無かったと判断した. No.6 試験体の載荷後のコンクリート

損傷状況を写真 3-2 に示す.コンクリートの PC 鋼棒貫通部には亀裂が集中しているが,圧壊

は生じていない.また,コンクリートの接合部には微細な亀裂が発生しているが圧壊は生じ

ておらず,斜張応力に対して破壊した形跡は見られず,コンクリートは高力ボルト摩擦接合

部における添板の機能を果たしていた事を確認した. 

 
 

図 3-10     No6-7 試験体の荷重-変形関係 

 

  

写真 3-2  No6 試験体の載荷後の損傷状況 
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3.4.4 FEM解析を用いた考察 

(1)解析概要 

載荷実験の No.6 試験体を対象に補強部内部の応力確認を目的に FEM 解析を実施した.

解析プログラムには汎用プログラムの Marc ver2005r3 を用いた. 図 3-11 に解析モデルを

示す.No.6 試験体の対象性を考慮して 1/2 モデル化し,各部材はソリッド要素でモデル化し

た.    

表 3-5 に解析における各部材の物性値ならびに摩擦係数および復元力特性ならびに摩擦

モデル構成則を示す.鋼材の降伏応力度は引張試験結果を用い,Mises 降伏条件を採用した.

コンクリートの圧縮強度は Fc100 の公称強度とし,初期剛性は文献 3.3)を参考に設定し

て,Mises 降伏条件を採用した.コンクリートの引張強度は文献 3.4)を参考に 7.5N/mm2 を用

いて,引張側のクラック発生・閉鎖を Crack-Date オプションで模擬した. 筋違(鋼)とコンク

リートの摩擦は Coulomb Friction Bilinear Model3.5)を使用した.このモデルの構成則は筋

違とコンクリート界面の圧縮応力cに摩擦係数を乗じた摩擦応力Fricが生じるものであり, 

摩擦係数には載荷実験結果の見かけの摩擦係数 0.58 を用い,摩擦が切れて滑り出す変形量

sはコンクリート要素長 L の 0.0025 倍とした. 

載荷は載荷実験と同様の単調引張として,3 次元弾塑性解析を行った.  

 

 図 3-11  FEM 解析モデル 
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図 3-12 に載荷実験の No.6 試験体についての実験結果と解析結果の比較を示す.カバープ

レート(補強部),筋違接合部および筋違(補強後接合部)の荷重-変形関係は概ね対応しており,

本解析モデルで載荷実験結果の分析が可能であると判断した. 

 

 図 3-12 No6試験体の載荷実験結果と FEM解析結果の比較 
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(2)解析結果 

図 3-12 において補強後接合部の剛性低下が生じているステップ 16 における補強部内部

の応力コンターを図 3-13 に示す. なお,図 3-13(b)および(c)には応力の設計上の仮定とコン

ター図を合わせて示す. 

図 3-13(b)より,PC 鋼棒圧縮力は仮定したとおり，補強部内部を概ね 45°で広がり,H 形

鋼筋違のウェブ・フランジに応力が伝達されていることを確認した. 

 図 3-13(c)より,PC 鋼棒のダボ効果は仮定した通り発生しており,PC 鋼棒,コンクリート

およびカバープレートに応力が生じていることを確認した.また,筋違,PC 鋼棒およびカバー

プレートなどの鋼部材は弾性範囲であり,健全な状態であることが確認された.コンクリー

トは PC 鋼棒と筋違のクリアランスに充填された微小部分が圧壊しているが,大部分は弾性

範囲であることが確認された. 

以上より,仮定した各部設計手法が概ね妥当であったことを確認した.  

 

 

(a)断面位置  

 

【設計上の仮定】 【応力コンター図】 

(b) a-a断面  

 

 

 

 

 

 

 

 

【設計上の仮定】 【応力コンター図】 

(c) b-b断面  

図 3-13 補強部の応力(ステップ 16) 
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図 3-14 に同様にステップ 16 における筋違とコンクリート界面の摩擦力を示す.PC 鋼棒

圧縮力は上述のように,補強部内部を 45°で広がり,H 形鋼筋違のウェブ・フランジに圧縮

応力が伝達され,その結果,摩擦応力がウェブ・フランジに発生したことを確認した.ウェブ・

フランジに伝達された圧縮応力(以下,圧縮応力と記す)の大きさは,PC 鋼棒圧縮力が H 形鋼

筋違とコンクリート界面に伝達される面積(以下,圧縮面積と記す)で PC 鋼棒圧縮力を除し

た値となり,この圧縮応力に摩擦係数を乗じた大きさの摩擦応力が生じてクーロン摩擦の法

則が成立していることを確認した.即ち,構法 1 においては,コンクリートの厚みの変化に伴

い,H 形鋼筋違とコンクリート界面の圧縮面積および圧縮応力が変化し,摩擦応力の発生範

囲と大きさが変化すると言える. 

図 3-15(a)に載荷実験のNo.6試験体の長期の応力状態を示す.3.6.3項で後述するが,PC鋼

棒圧縮力により H 形鋼筋違フランジに伝達される圧縮応力はフランジの面外曲げを大きく

させるため,フランジの長期の安全性に留意する必要がある.  

図 3-15(b)にフランジ面外曲げを低減させるためにコンクリートを薄くして PC 鋼棒圧縮

力をH形鋼筋違フランジに伝達させない場合の長期の応力状態を示す.この場合についても

3.6.3項で後述するが,PC鋼棒圧縮力によりH形鋼筋違ウェブとコンクリート界面の圧縮面

積が小さくなり,コンクリートの圧壊の懸念が高まるため,コンクリートの長期の安全性に

留意する必要がある.また,この場合は筋違からコンクリートへの荷重伝達がウェブの摩擦

のみとなり,ウェブの応力が高まり,荷重伝達のバランスが不均一となる.そのため,耐力評価

について今後の検討が必要である. 

 

 

図 3-14  筋違とコンクリート界面の摩擦力(ステップ 16)  

 
 

(a)フランジの面外曲げが大きくなる場合

  

(b)ウェブへの応力伝達面積が小さくなる場合 

図 3-15  コンクリートの厚みと H 形鋼筋違の応力 

摩擦力

1kN

0

H形鋼ウェブ(筋違)

H形鋼フランジ(筋違)

ウェブ・フランジ

に摩擦発生

45°

圧縮力

圧縮応力
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摩擦力

1kN
0.5kN

0
0

H形鋼ウェブ(筋違)

H形鋼フランジ(筋違)

H形鋼フランジ

にも摩擦発生

図 3-16 にステップ 16 における筋違接合部とコンクリート界面の支圧力を示す.接合部は

コンクリートと接触して支圧力が発生してことが分かり,この結果は No.6 試験体の滑り耐

力が No.4 試験体と No.5 試験体の単純累加を上回った結果を裏付けている. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16  接合部とコンクリートの支圧力(ステップ 16)  
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筋違
H-488×300×11×18
(SS400)

カバープレート
t12(SS400 )

コンクリート
Fc60

PC鋼棒
φ23(TypeC1),
圧縮力320kN/本

接合部

3.5 製作実験 

3.5.1 実験概要 

図 3-17 に既存と補強後の試験体を示す. 実在の既存筋違に対して構法１の補強部を製作

し,PC 鋼棒に導入した圧縮力の経時変化を計測した. 

3.5.2 試験体 

図 3-18 に試験体図を, 表 3-6 に試験体の使用部材を示す.筋違は H-488×300×11×

18(SS400)を用いた.筋違接合部は高力ボルト摩擦接合であり,その破断耐力は 263kN であ

り,筋違軸部降伏耐力の 70%程度となっている. コンクリートには高強度コンクリート

(Fc60)を用い,収縮低減剤を混和した.カバープレートは t-19,SS400 であり,PC 鋼棒(φ23・

C種 1号)にはアスファルト系絶縁材を塗布してコンクリートと縁を切り,圧縮力はコンクリ

ートが所定の強度を発現していることを確認した上で 1 本当たり 320kN を導入した.なお, 

試験体のコンクリート剥離を容易にするために筋違接合部のフランジボルト部分にはウレ

タンフォームを充填して凹凸を無くし,ウェブボルト部にはエポキシ系絶縁材を塗布して付

着力を低下させた. 

表 3-6 試験体の使用部材 

既存部 筋違 H-488×300×11×18（SS400） 

 接合部 フランジ 16HTB-M22(F11T),PL-12(SS400),2PL-12(SS400 ) 

  ウェブ 8HTB-M22(F11T),2PL-9(SS400) 

補強部 カバープレート t12(SS400) 

 PC 鋼棒 Φ23mm（C 種 1 号）,アスファルト系絶縁材塗布 

  圧縮力 320kN/ 本 

 コンクリート Fc=60N/mm
2
,収縮低減剤混和 

 

 
(a)既存                     (b)補強後 

図 3-17  製作実験の概要 
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(a)筋違接合部 

 

(b)補強部 

図 3-18 試験体 
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50

アンボンド材50mmカット

歪ゲージ

ゲージケーブル f9

アンボンド材

コーティング材

図 3-19 に計測計画を示す.PC 鋼棒の圧縮力を歪より算出するために,図 3-19 中の PC 鋼

棒の■位置のアンボンド材を切り欠いて 2 軸ゲージを取り付けて歪を計測した.PC 鋼棒の

圧縮力は歪計測値に PC 鋼棒断面積およびヤング率を乗じて算出した.  

写真 3-3 に試験体の製作の流れを示す. 

 

 

(a)A-A 断面 (b)C-C 断面 

 

(c)PC 鋼棒の拡大図 

図 3-19 計測計画 

 

 写真 3-3  試験体製作手順 

歪ゲージ

ゲージケーブル f9

歪ゲージ

1)絶縁材塗布 2)筋違に孔あけ 3)PC鋼棒設置

4)カバープレート設置 5)コンクリート充填 6)PC鋼棒に圧縮力導入

筋違

H-488×300×11×18

(SS400)

PC鋼棒
φ-23(C種1号)

カバープレート
t-12(SS400)

コンクリート
(Fc60)

圧縮力
320kN/本
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3.5.3 実験結果 

写真 3-4 に計測時の状況を示す.試験体は 2 体あり,各々の試験体の 8 本の PC 鋼棒につい

て,圧縮力の変化を 6週間(42日間)計測し,計測期間中の気温は 2つの試験体の中間の位置で

測定した.なお，本研究では PC 鋼棒の圧縮力の有効率を初期圧縮力に対する経時変化後の

圧縮力と定義した. 

図 3-20 に PC 鋼棒の圧縮力の有効率と経過日数の関係を示す.PC 鋼棒の圧縮力の有効率

は各々試験体の 8本の PC鋼棒の平均値とし,計測期間中の平均気温は 26.7℃であった.有効

率は圧縮力導入～10 日経過で 90%程度まで急激に減少するが,10 日~42 日経過までは有効

率は緩やかに減少し概ね 85%に収束した.この有効率の減少の原因はコンクリートのクリー

プ・乾燥収縮および PC 鋼棒のリラクゼーションと考えられ,文献 3.1)の有効率の概略予測値

85%と良い対応を示しており,有効率を 80%とすれば安全側の評価となることを確認した. 

 

  
写真 3-4 製作実験状況 

 

図 3-20  PC鋼棒圧縮力の有効率-経過日数関係 

 

No.1 

試験体
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写真 3-5 に実験後のコンクリートの解体手順を,写真 3-6 に解体したコンクリートによる

充填状況の確認結果を示す. 実験で用いた高強度コンクリートは流動性が高く接合部のボ

ルトナット部およびボルト頭部ともに密実に充填できたていたことを確認した.  

 

  

写真 3-5 コンクリート解体手順 

 

 

写真 3-6  コンクリート充填状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)コンクリート取外後

(ボルトナット側)
1)カバープレート取外 2)コンクリート取外

No.1 試験体 No.2 試験体

ボルトナッ
ト側

ボルト
頭側

No.1 
試験体

No.2
試験体

No.1 
試験体

No.2
試験体

No.1 
試験体

No.2
試験体

No.1 
試験体

No.2
試験体
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3.6 適用範囲の検討 

3.6.1 検討対象 

構法 1 における補強効果を確実に発揮するためには,筋違が圧縮座屈した場合における補

強部の健全性確保および補強により筋違に付加される長期応力に対する筋違の健全性確保

が必要となる.以下では,各々の安全性確認について述べる. 

3.6.2 圧縮座屈に対する補強部健全性 

図 3-21 に構法 1 が対象とする筋違の圧縮座屈時の変形,応力および応力度を示す.筋違に

圧縮力が掛かると両端部剛のモードで座屈し,筋違全長を Lとした場合,筋違中間の 0.65Lの

範囲には座屈による曲げが生じる.その結果,曲げが生じる0.65Lの範囲に補強部を設置する

とコンクリートには引張応力によりひび割れが発生して健全性が損なわれる.また,引張側

コンクリートとカバープレートの界面では摩擦応力を打ち消す方向に引張応力が生じるた

め摩擦が切れる可能性がある.よって構法 1 が適用可能な設置範囲は座屈により曲げが生じ

ない筋違両端部から 0.35L/2 とした. 

 

  

図 3-21 補強部の圧縮応力時に対する安全性確認 

 

 

 

 

 

M
図

軸
力
・
曲
げ

圧 引 圧 引

応
力
度
図

圧 引 圧 引

圧 引 圧 引

軸
力

曲
げ

変
形
図

＋

＝

L/2

0.35L/2

適用可能

0.65L/2

適用不可

座屈荷重

筋違

充填材(コンクリー

トorモルタル)に

引張が生じるため

適用不可



第 3 章 筋違中間剛接合部の無火気耐震補強構法に関する実験・解析を用いた性能確認   
 

 

3-25 

 

C:圧縮力

圧縮応力

45°

②コンクリートの圧縮

①カバープレートの圧縮

④フランジの面外曲げ

45°

C:圧縮力

AP

カバープレート

圧縮面積

AW

ウェブ圧縮面積

(赤色部分)

AC

コンクリート圧縮面積

3.6.3 長期応力に対する健全性 

図 3-22に構法 1における長期の安全性確認項目を示す.PC鋼棒圧縮力により,補強後接合

部にはカバープレートの局部圧縮,コンクリートの局部圧縮,H 形鋼筋違ウェブの局部圧縮

およびH形鋼筋違フランジの面外曲げが長期応力として生じる.これらの長期応力を長期許

容応力以下とする必要がある.以下では各応力に対する検討方法を論ずる. 

(1)局部圧縮 

図 3-23 にカバープレート,コンクリートおよび H 形鋼筋違ウェブが PC 鋼棒圧縮力によ

り局部圧縮応力を受ける面積(以下,圧縮面積と記す)AP ,AC, AWを示す.PC 鋼棒圧縮力により

生じる圧縮応力は PC 鋼棒のナット部を頂点とする 45°の円錐状に広がり,圧縮面積は圧縮

応力がカバープレート,コンクリートおよびH形鋼筋違ウェブと交わる位置での断面積とし

た.この圧縮面積で PC 鋼棒圧縮を除した値を各部材の局部圧縮応力度とし,各部材の長期支

圧応力度以下とすることを構法 1 の適用条件とした. 

なお,コンクリートの長期許容支圧応力度については PC規準 3.1)を参考に下式により算定

するものとする. 

fc =fna(Aw/Ac)
1/2

 ・・・(3-4) 

fc：コンクリートの許容支圧応力度 

fna：Fct と 0.6Fc のうち小さいほうの値 

Fct：PC 鋼棒に圧縮力を導入する時のコンクリート圧縮強度 

※サンプル試験により圧縮強度を確認する.特に定めない場合は 20N/mm2 

Fc：コンクリートの設計基準強度 

Aw：H 形鋼筋違ウェブの圧縮面積 

Ac：コンクリートの圧縮面積 

(3-4)式はコンクリートの厚みが薄くなるにつれて,ウェブの圧縮面積が小さくなり,コンク

リートの圧壊の危険性が高まることを示している. 

 

 
 

図 3-22 長期応力に対する安全性確認項目 図 3-23 各部材が局部圧縮を受ける面積 



第 3 章 筋違中間剛接合部の無火気耐震補強構法に関する実験・解析を用いた性能確認   
 

 

3-26 

 

1

2
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2＝nC/A2

n =0.2

ポアソン比

2

C:圧縮力

C:圧縮力

圧縮応力

45°

1

45°

1＝C/√2A1

A1

C/A1

C:圧縮力

 (2)面外曲げ 

図 3-24 に構法 1 の設置に伴い H 形鋼筋違フランジに付加される長期応力を示す. 図

3-24(a)は PC 鋼棒の圧縮力により,コンクリート中を伝達し筋違フランジに生じる応力を

示している. 図 3-24(b)は PC 鋼棒の圧縮力により,コンクリートが PC 鋼棒の材軸方向に圧

縮されることに伴い,コンクリートがポアソン比に応じて PC 鋼棒の材軸直行方向に膨張す

るために筋違フランジに生じる応力2を示している. 図 3-24(c)はおよび2が合成された

結果,筋違フランジには板曲げが生じる状況を示している.この板曲げに対して生じるフラ

ンジの応力を長期許容曲げ応力度以下とすることを構法 1 の適用条件とした. 

 

本節で示した長期の健全性が確保できていることを前提として,クーロン摩擦などの設計

上の仮定が成立する. 

 

 

(a) PC 鋼棒圧縮力による応力 

 

(b) コンクリートのポアソン比による応力 

 

(c) 合成応力 

図 3-24 H 形鋼筋違フランジの板曲げに対する安全性確認 
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3.7 まとめ 

本章では旧耐震建築物のH形鋼筋違中間部の剛接合部を対象に,無火気耐震補強構法に関

して検討を行った.筋違接合部のファスナーや筋違ボルト孔断面欠損部で不足する荷重伝達

量を補強部により付加される新たな荷重伝達経路により補い,筋違接合部の早期破断を防止

する構法の有効性と耐力評価手法および各部設計手法の妥当性を検討するために,補強部を

構成する PC 鋼棒の数量・導入圧縮力,コンクリート強度および既存部・補強部の組合せを

実験因子とした載荷実験と FEM 解析を行った.また,PC 鋼棒の圧縮力の有効率を把握する

ために製作実験を行った.以下に得られた知見をまとめて記す. 

[1] 補強部耐力について,PC 鋼棒に導入した圧縮力と既存筋違(鋼)とコンクリート界面で生

じる摩擦力は比例関係にあり,クーロン摩擦の法則が構法 1 の補強部においても成立し,

摩擦係数は0.5で評価できる.そして,PC鋼棒のダボ効果の耐力も期待することが可能で

あるが,補強部耐力は摩擦が支配的となる. 

[2] 補強部と筋違接合部を組み合わせた補強後接合部の耐力は,筋違接合部のみの耐力と補

強部のみの耐力の単純累加より向上する. 

[3] PC 鋼棒の圧縮力は補強部内部を頂角 45°の円錐状の圧縮応力として伝達され,その圧

縮応力が H形鋼筋違とコンクリート界面に到達した範囲に摩擦力が生じる. 

[4] PC 鋼棒の圧縮力はコンクリートのクリープ・乾燥収縮および PC 鋼棒のリラクゼーシ

ョンにより時間経過と共に減少し,圧縮力の有効率は 0.8 として評価できる. 
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第 4章 筋違端部ピン接合部の無火気耐震補強構法    

に関する実験・解析を用いた性能確認

4.1 はじめに 

本章では旧耐震建築物の筋違端部のピン接合部を対象として,提案する無火気耐震補強構

法 2に関して,まず,補強効果を検討するために補強材の取付角度を実験因子とした載荷実験

と解析を用いた耐力評価手法の検討について論ずる.次に解析を用いた適用範囲の検討につ

いて論ずる. 

 

4.2 耐力評価の方針 

図 4-1 に構法 2 における力の釣り合いを示す.本章における座標の定義は,柱・梁に平行な

方向を X-Y 座標と記し,筋違材軸方向は y 方向,筋違材軸直交方向を x 方向と記す.そして,筋

違の軸部降伏耐力 Nyield に対する筋違接合部の耐力 NA,y,梁側の方杖の耐力 NB の y 方向分力

NB,yおよび柱側の方杖の耐力 NCの y 方向分力 NC,yの割合 NA,y/Nyield , NB,y/Nyield , NC,y/Nyieldを各

部材の耐力分担率(Load sharing ratio)と定義した. 各部材の耐力分担率への影響因子として

は方杖の取付角度0,0,方杖の剛性,筋違の取付角度,方杖の取付高さ r および柱梁架構の層

間変形などが存在すると考えられるが,構法 2 における補強目標は柱・梁側の方杖を取り付

けることにより,筋違軸部の降伏前における接合部破断を防止することである.具体的には

柱・梁側の方杖の耐力分担率(NB,y+NC,y)/Nyieldを目標値以上とする事である.なお,構法 2 では

方杖を取り付けることで補強された区間内にある筋違を補強筋違と定義し,補強筋違は軸部

降伏させないものとする.また,柱・梁側の方杖を取り付けることで補強された区間を補強後

接合部と定義する. 

 

 

 

  

図 4-1  力の釣り合い   

0柱側方杖耐力NC

NB,y NB柱側方杖耐力
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4.3 検討目的 

本章における検討の目的は 4.2 節で述べた方針の妥当性の検証である.図 4-2 に検討目的

の概念図を示す. 

まず,柱・梁側の方杖の取付角度と耐力分担率の関係を明らかにするために, 図 4-2(a)に示

すように筋違材軸方向載荷における,図 4-2(a)-(1)の柱・梁側の方杖の取付角度が同じ場合と

図 4-2(a)-(2)の柱・梁側の方杖の取付角度が異なる場合についての耐力分担率を載荷実験・

解析により確認する. 

次に, 地震荷重により柱梁架構に層間変形角が生じた場合における柱・梁側の方杖の耐力

分担率への影響因子を明らかにし,図 4-2(b)に示す架構の地震時挙動である層間変形が生じ

た場合における,柱・梁側の方杖の耐力分担率を解析により確認する. 

 

 

 

(1)柱・梁側方杖の取付角度が同じ (2) 柱・梁側方杖の取付角度が異なる 

(a)  筋違軸方向載荷における耐力分担率の確認  

 

 

(b) 層間変形時における耐力分担率の確認 

図 4-2  検討目的 
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4.4 載荷実験 

4.4.1 実験概要 

図 4-3(a) に試験体のモデル化範囲を, 図 4-3(b)に試験体のセットアップを示す. 試験体

は実在の旧耐震建築物の筋違と柱梁接合部周辺を実大サイズでモデル化した. 筋違の取付

角度=55°,補強筋違の接合部①および既存筋違の接合部②の第 1 ファスナー孔の中心間距

離 Lb=4,200 mm,方杖の取付高さ r=970mm であり,2,000kN アクチュエーターを用いて正

負交番漸増繰返載荷を行った. 

4.4.2 試験体 

図 4-4(a)に標準試験体(後述する表 4-2 の No.3 試験体)の全体図を示す.筋違には L-75×

75×6(SS400)を用いた.接合部①は実在の非保有耐力接合を再現しており,高力ボルトの径,

本数,配置およびガセットプレート形状の組み合わせにより,補強筋違のファスナー孔欠損

部の有効断面破断にて耐力が決定している.なお,既存のガセットプレートと柱の接合につ

いて,実際は溶接であるが,実験では試験体の取替を考慮して高力ボルト摩擦接合とし,高力

ボルトのすべり耐力を筋違の基準強度Fに基づく軸部降伏耐力の1.2倍より大きくした. 接

合部②は実在の接合部とは異なり,試験用に保有耐力接合の高力ボルト摩擦接合とし,耐力

決定要因となる既存筋違のファスナー孔欠損部の破断耐力は筋違の基準強度 F に基づく軸

部降伏耐力の 1.2 倍の値より大きくした. 

図 4-4(b)に柱・梁接合部の詳細を示す.梁は実在同様の H-450×200×9×14(SS400)とし,

柱との接合部は実在同様に剛接合とした. 柱は試験体設置の都合上,実在(H形鋼)の 1/2断面

を CT-396×300×14×22(SS400)により再現した.なお,図 4-4(a)に示すように実在の梁・柱

に取付く床板,間柱,胴縁などによる変形抑制効果を模擬するため,柱・梁端部と試験治具の H

形鋼 H-300×300×10×15(SS400) の端部に試験治具の山形鋼 L-75×75×6(SS400)を架

け渡し,高力ボルト 1 本で接合して,ピン接合と仮定した.  

図 4-4(c)に柱・梁側の方杖の詳細を示す.方杖は PL-12×60(SS400)を用いて,中間に 2 箇

所の高力ボルト摩擦接合部を設けて現場施工における位置調整を,ボルト孔のクリアランス

でできるようにした.方杖と筋違の接合は高力ボルト摩擦接合として，接合部①,②の突出脚

側に設け,接合部①側の高力ボルト 1本は方杖と補強筋違の離間防止用と考え,残る接合部②

側の高力ボルトのすべり耐力は,筋違の基準強度 F に基づく軸部降伏耐力の 1.2 倍となる前

提で算出した方杖の存在応力(以下,設計応力と記す)を上回るように設計した.梁側方杖と梁

フランジの接合部は図 4-4(c)の【C 要素】に示すスプリットティー形式として,スプリット

ティーの弾性限耐力は,梁側の方杖の設計応力を上回るように設計した.柱側方杖と柱フラ

ンジとの接合は図 4-4(c)の【D 要素】に示す接合部プレート(PL-9)の面内曲げによる荷重伝

達の形式として, 接合部プレートの弾性限耐力は,柱側の方杖の設計応力を上回るように設

計した.方杖と筋違,柱,梁との接合は高力ボルト摩擦接合とし,実施工と同様に筋違,柱,梁の

摩擦処理(赤錆処理等)は省略し,すべり係数は鋼構造接合部設計指針 4.1)の黒皮同士のすべり

係数 0.23 を用いた.  
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(a)実験範囲 (b)試験体セットアップ 

図 4-3   載荷実験概要    

 (a) 試験体全体 

 (b) 接合部①詳細 
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表 4-1 に試験体の筋違および方杖に用いた鋼材から切り出した JIS5 号試験片の引張試験

結果を示す. 

図 4-5に計測計画を示す.荷重 expNyはアクチュエーターに取り付けたロードセルによって

計測した. 変位計は筋違の材軸変形の計測用に加力側にはd1,d2,反力側にはd3の計 3 箇所に

設置した.なお,後述の載荷実験結果の筋違の材軸方向変形 expdy は(d1+d2)/2-d3 とした.歪は図

4-4(a)の筋違の【a-a 断面】および方杖の【b-b 断面】に示した▽位置に取付けた一軸ゲー

ジで計測した.  

図 4-6 に載荷履歴を示す.載荷は筋違の材軸方向変形 expdyを前述の Lbで除した平均歪(図

4-5 の y 軸正方向が引張側)で制御し,歪 2.0％で破断に至らない場合は,破断に至るまで引張

側に歪を増加させた. 

 

 (c) 方杖詳細 

図 4-4 標準試験体(No.3 試験体) 

 

表 4-1 鋼材の引張試験結果 

  材質 降伏強度 引張強度 伸び
[N/mm

2
] [N/mm

2
] [%]

筋違 No.2～5 試験体 SS400 319 460 36

No.1 試験体 SS400 307 445 35

方杖 No.2～5 試験体 SS400 307 452 45

部位
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 図 4-5 計測計画 
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表 4-2 に試験体リストを示す.本実験におけるパラメーターは方杖の取付角度である.各試

験体の確認項目は以下の通りである. 

No.1 試験体は既存の無補強試験体であり,筋違の耐力および変形性能を確認するための

試験体とした.No.2～5 試験体は柱・梁両側に方杖を設置し,補強後接合部を模擬した試験体

である. このうち，No.2～4 試験体は柱・梁側の方杖の取付角度は等しくし，その取付角度

を 15°～45°に変化させて,取付角度による影響を確認するための試験体である.一方,No.5

試験体は柱・梁側の方杖の取付角度が異なる場合の影響を確認するための試験体である. 

表 4-2には試験体の降伏点,引張強さに基づく計算値の筋違の軸部降伏耐力 calNyield ,接合部

①の破断耐力 calNJ①,u,接合部②の破断耐力 calNJ②,u および補強後接合部の耐力の予測値 calNR

も示した.なお,各々の耐力は以下の通り算出した. 

接合部の破断耐力の算定において,山形鋼の突出脚の無効長さは鋼構造接合部設計指針

4.1)を参考に,接合部①は0.7×75mm,接合部②は0.25×75mmとする.ファスナー孔による筋

違の断面欠損は(高力ボルト径+2mm)×板厚であり,接合部①は 22×6mm2,接合部②は 18×

6mm2 である.その結果,突出脚の無効部分とファスナー孔による断面欠損を除いた筋違の有

効断面積は接合部①は 425mm2,接合部②は 650mm2となり,No.1 試験体は接合部①の筋違

のファスナー孔欠損部の破断, No.2～5 試験体は接合部②の既存筋違のファスナー孔欠損部

の破断で耐力が決まることになる.また,筋違と方杖の接合部のファスナー孔による筋違の

断面欠損は 22×6mm2であり,有効断面積は 740mm2となった. 

No.2～5 試験体の補強後接合部の耐力は簡易的に既存筋違と柱・梁側の方杖の 3 本の並

列バネと仮定し,4.5.2 項で後述する補強筋違母材の軸方向剛性 KA,M ,柱・梁側の方杖母材の

軸方向剛性 KB,M , KC,Mに柱・梁側の方杖の取付角度00の余弦の 2 乗を乗じて筋違の材軸方

向に置換した剛性の比より求めた柱・梁側の方杖の荷重分担量の y 方向分力を用いて,接合

部①が破断する際の,接合部①の破断耐力および柱・梁側の方杖の荷重分担量の y 方向分力

を合算した.その結果, 補強後接合部の耐力は筋違の軸部降伏耐力を上回る予測となった. 

 

 
表 4-2 試験体リスト 

 

無補強
1【N】 2【BS15】 3【BS30】 4【BS45】 5【BS30/45】

無補強の
接合部耐力

柱・梁方杖が
異角度の
耐力分担率

189

(cal N J①,u )

モード
接合部①

母材破断

268

(cal N yield )

― 528 494 401 445

(cal N R )

筋違

補強後接合部

柱・梁方杖が
同角度の
耐力分担率

278

299

(cal N J②,u )

接合部②

母材破断

補強後
接合部

タイプ
No.

概要

確認事項

軸部降伏

終局

耐力
計算値

[kN]

15°15°
30° 30° 45° 45° 45° 30°
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4.4.3 実験結果 

図 4-7 に全試験体の荷重-変形関係を示す．縦軸は筋違に作用する軸力 expNy，横軸は筋違

の材軸方向変形 expdyである．図中には,接合部①の破断耐力の計算値 calNJ①,u および接合部

②の破断耐力の計算値 calNJ②,uを破線で示し,筋違の軸部降伏耐力の実験値 expNyieldを▽,接合

部①,②の破断耐力の実験値 expNJ①,u ,expNJ②,uを▼で示した．なお,本実験では明確な降伏点が

見られなかったため, 筋違の軸部降伏耐力の実験値は全体の実験データを確認した上で,降

伏棚が現れ始める時点と概ね対応する,接線剛性が初期剛性の1/10まで低下した時点での荷

重と定義した.また, No.2～5試験体の結果には比較のためにNo.1試験体の荷重-変形関係を

赤色線で示した.  

無補強の No.1 試験体は筋違の降伏前の 200kN 付近で写真 4-1 に示すように接合部①の

筋違のファスナー孔より破断に至った.方杖を取り付けた No.2～5 試験体は既存筋違の軸部

降伏後も耐力を保持し, 載荷プログラムにおける全サイクルを経て,単調引張載荷時に歪硬

化に伴い引張耐力が上昇し,最終的に写真 4-2 に示すように接合部②の既存筋違の第一ファ

スナー孔位置で全断面破断に至った.筋違両側に方杖を取り付けることで既存筋違の軸部降

伏前における,補強筋違の接合部の破断防止効果を得られることが確認された. 

なお,2 本の方杖の取付角度による耐力の有意な差は確認できなかったため,方杖の取付角

度の影響については,次節で考察する. 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4-1 No.1試験体の接合部①破断 写真 4-2  No.2試験体の接合部②破断 
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(a) No.1 試験体【N】 

   

(b) No.2 試験体【BS15】 

   

(c) No.3 試験体【BS30】 

   

(d) No.4 試験体【BS45】 

   

(e) No.5 試験体【BS30/45】 

図 4-7 荷重-変形関係 
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4.5 解析モデルを用いた実験結果の考察 

4.5.1 解析モデル 

本節では,載荷実験における方杖の剛性,取付角度が耐力に及ぼす影響について解析モデ

ルを用いて考察する. 

図 4-8 に試験体の解析モデル(以下,試験体モデルと記す)を示す.構法 2 における荷重伝達

は補強筋違,既存筋違および柱・梁側の方杖ともに軸力が支配的になるため,耐力評価には接

合部をピン支点としたトラスモデルを採用した. 図 4-8(b)に示す補強後接合部における力

の釣合は,補強後接合部の荷重 calNy,補強筋違の荷重分担量 calNA ,梁側の方杖の荷重分担量

calNBおよび柱側の方杖の荷重分担量 calNCの x,y 方向分力を用いて下式で表される. 

calNA,y + calNB,y + calNC,y = calNy ・・・(4-1) 

calNA,x + calNC,x = calNB,x ・・・(4-2) 

calNyにより補強後接合部に変形 caldrx, cald ryが生じた場合,各部材の軸方向変形A,B,C

は下式で表される. 

A= cald ry cosa caldrx sina ・・・(4-3) 

B= cald ry cos caldrx sin ・・・(4-4) 

C= cald ry cos caldrx sin ・・・(4-5) 

a：補強筋違および梁・柱側の方杖と y 軸の載荷時の角度 

00：梁・柱側の方杖と y 軸の載荷前の角度(取付角度) 

 

 

 (a) 全体図 (b) 補強後接合部詳細 

図 4-8 試験体モデルの力の釣り合い  



第 4 章 筋違端部ピン接合部の無火気耐震補強構法に関する実験・解析を用いた性能確認 

 

4-11 

 

calNA, calNBおよび calNCの x,y 方向分力は下式で表される. 

cal NA,y= KAcos
2a cald ry + KA sinacosa caldrx ・・・(4-6) 

calNA,x= KA sinacosa cald ry + KA sin
2a caldrx  ・・・(4-7) 

calNB,y = KBcos
2 cald ry  KB sincos caldrx ・・・(4-8) 

calNB,x = KB sincos cald ry  KB sin
2 caldrx  ・・・(4-9) 

calNC,y = KCcos
2 cald ry + KC sincos caldrx ・・・(4-10) 

calNC,x = KC sincos cald ry + KC sin
2 caldrx   ・・・(4-11) 

KA , KB , KC：補強筋違および梁･柱側の方杖の材軸方向の剛性 

(4-6),(4-8),(4-10)式の第 1 項は y 方向変形 cald ryに伴う補強筋違・方杖の伸びによる補強

筋違・方杖の荷重分担量を示している.一方で, 第 2 項は x 方向変形 cald rxに伴う補強筋違・

方杖の伸縮により付加・削減される荷重分担量を示している.そして, (4-6),(4-8),(4-10)式よ

り,補強筋違・方杖の y 方向の荷重分担量は，各々の部材の剛性,角度および補強筋違の変形

量により決まることを示している. 

(4-6)～(4-11)式を式に代入しcaldr,x ,cald r,y は下式で表される. 

cald ry = calNy(KAsin
2a+KCsin

2+KBsin
2)/{KAKC(sinacoscosasin)2 

 

+ KAKB(sinacos+cosasin)
2
+KCKB(sincos+cossin)

2
} ・・・(4-12) 

caldrx = calNy(KAsinacosaKCsincosKBsincos)/{KAKC(sinacos  

 cosasin)2
+ KAKB(sinacos+cosasin)

2
+KCKB(sincos cossin)

2
} ・・・(4-13)

筋違の変形 caldyは補強後接合部の変形 cald ryおよび既存筋違の変形 calde,y用いて下式で表さ

れる. 

caldy = cald ry +calde,y ・・・(4-14) 

既存筋違と y 軸の角度wを0と仮定し calde,yは下式で表される. 

calde,y = calNy/ KD ・・・(4-15) 

KD：既存筋違の材軸方向の剛性 
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4.5.2 各部材の剛性 

1) 剛性のモデル化 

図 4-9 に示すように補強筋違および梁・柱側の方杖の材軸方向剛性は鉄骨母材,接合部お

よび梁・柱の直列バネと仮定し,下式で表した. 

KA=1/(1/KA,M+ 1/KA,J )  ・・・(4-16) 

KB=1/(1/KB,M+ 1/KB,J+ 1/KB,F )  ・・・(4-17) 

KC=1/(1/KC,M+ 1/KC,J+ 1/KC,F )  ・・・(4-18) 

KD=1/(1/KD,M+ 1/KD,J ) ・・・(4-19) 

KA,M , KB,M , KC,M, KD,M：補強筋違,梁･柱側の方杖および既存筋違 

における,鉄骨母材の作用軸方向の剛性 

KA,J：接合部①の剛性の筋違作用軸方向置換値 

KB,J：梁側方杖・梁の接合部剛性の方杖作用軸方向置換値 

KC,J：柱側方杖・柱の接合部剛性の方杖作用軸方向置換値 

KD,J：接合部②の剛性の筋違作用軸方向置換値 

KB,F：梁剛性の方杖作用軸方向置換値 

KC,F：柱剛性の方杖作用軸方向置換値 

以下ではそれぞれの剛性の算出について述べる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 4-9  バネのモデル化 
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2) 補強後接合部の鉄骨母材の剛性 

図 4-10 に KA,M , KB,Mおよび KC,Mの算出の諸元を示す.なお,lAは補強筋違における,鉄骨母

材の接合部ファスナー孔の中心間距離である. lB は梁側の方杖における,鉄骨母材の補強筋

違近傍の屈曲点から梁との接合部プレートまでの長さである. lC は柱側の方杖における,鉄

骨母材の補強筋違近傍の屈曲点から柱との接合部プレートまでの長さである.KA,M , KB,M お

よび KC,Mは下式で表した. 

KA,M = AAE lA  ・・・(4-20) 

KB,M = ABE lB  ・・・(4-21) 

KC,M = ACE lC  ・・・(4-22) 

AA, AB , AC：補強筋違および梁・柱側の方杖の全断面積 

E：鋼材のヤング係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 4-10  補強部バネの緒元 
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3) 補強後接合部の接合部の剛性 

図4-11(a)～(c)にKA,J , KB,JおよびKC,J算出における諸元を示す.モデル化は以下のよう仮定

した.接合部①のガセットプレートは片持梁として,その長さは補強筋違の加力側ファスナ

ー孔と柱の筋違側ファスナー孔の中心間距離 lA,J とし, 幅は柱の筋違側ファスナー列の最外

縁孔の中心間距離 BA,Jとした.梁側方杖の接合部のプレートは両端固定梁として,長さは方杖

両側のファスナー孔の中心間距離 lB,J とし,幅は方杖の幅 BB,J と同等とした.柱側方杖の接合

部のプレートは両端固定梁として,長さは方杖両側の柱のファスナー孔の中心間距離 lC,J と

し,幅は方杖片側にある 2 つのファスナー孔の中心間距離 BC,J とした.KA,J,KB,J および KC,J は

下式で表した. 

KA,J = tA,JB
3
A,J E l

3
A,J cos

2) ・・・(4-23) 

KB,J =16t
3

B,JBB,J E l
3
B,jcos

2h ・・・(4-24) 

KC,J =16tCJB
3

C,J E l
3
C,jcos

2f ・・・(4-25) 

hf：筋違および梁・柱側の方杖と梁･柱の取付角度 

 

 

 
 

(a) KC,J (b) KA,J 

 

 

(c) KB,J (d) KD,J 

図 4-11  KJの定義 
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4) 補強後接合部の梁・柱の剛性 

梁・柱については図 4-12 の捩じり, 図 4-13 の曲げ, 図 4-14 の治具の軸伸び,曲げ変形

を考慮し,KB,F および KC,F は下式で表した.なお,本研究では,梁の長さ lB,は柱フェイスから

の張出長さ,柱の長さ lCは梁フェイスからの張出長さと定義した. 

KB,F=1/(1/KB,F1+ 1/KB,F2+ 1/KB,F3 )  ・・・(4-26) 

KC,F=1/(1/KC,F1+ 1/KC,F2+ 1/KC,F3 )  ・・・(4-27) 

KB,F1 , KC,F1：梁・柱の捩じり剛性の方杖作用軸方向置換値 

KB,F2 , KC,F2：梁・柱の曲げ剛性の方杖作用軸方向置換値 

KB,F3 , KC,F3：梁･柱側治具の軸剛性・曲げ剛性の 

方杖作用軸方向置換値 

柱・梁の捩じりは方杖と柱・梁の偏心により生じ, KB,F1 および KC,F1は下式で表した.なお,

実験では柱に CT 鋼を用いたので図 4-12(b)の灰色部分を除いて捩じり定数および偏心距離

ecを算出した. 

KB,F1 =GJBlBe
2
BaBbB cosh ・・・(4-28) 

KC,F1 =GJClCe
2

CaCbC cosf  ・・・(4-29) 

JB , JC：梁,柱の捩じり定数 

G：鋼材のせん断弾性係数  

 

 

 

(a)概要 

  

(b) KC,F1 (c) KB,F1 

図 4-12 KF1の定義 
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実験では図 4-13 に示すように一端固定・他端ピンローラーの梁の曲げとしたため,KB,F2,

および KC,F2は下式で表した. 

KB,F2=12EIBl
3

Ba
2
Bb

3
B(4aB+3bB)cos

2h ・・・(4-30) 

KC,F2=12EICl
3
Ca

2
Cb

3
C(4aC+3bC)cos

2f ・・・(4-31) 

IB：梁の断面 2 次モーメント 

IC：柱の断面 2 次モーメント 

治具の剛性評価は実際の架構では不要である.しかし,実験では図 4-14 に示すように柱・

梁の端部反力により治具山形鋼の軸伸び,治具H形鋼の曲げが生じた.KB,F3および KC,F3は下

式で表した.なお, lB3, lC3は反力フレームからの治具 H 形鋼の張出長であり,剛性を簡易に算

出するため,柱・梁接合部の境界条件はピン接合とした. 

KB,F3= 2l
4

Bcos
2 /{ cos

2hb
3

B(aB+2lB) (lB2/A2E+ l
3

B3/3EI3 ・・・(4-32) 

KC,F3= 2l
4

Csin
2 /{ cos

2fb
3

C(aC+2lC) (lC2/A2E+ l
3
C3/3EI3 ・・・(4-33) 

A2：治具山形鋼の断面積 

I3：治具 H 形鋼の断面 2 次モーメント 

 

 

 

図 4-13 KF2の定義 

 

 

 

 

図 4-14  KF3の定義 
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上記(4-30)～(4-33)式は本研究の載荷実験における柱,梁の剛性であり,実在の鋼構造建屋

では小梁,床版,胴縁,外装材の影響を加味して剛性を算出する必要がある. 

5) 既存筋違の剛性 

図 4-11(d)に KD,M および KD,Jの算出の諸元を示す.なお,lDは既存筋違の接合部②と方杖取

付部のファスナー孔の中心間距離である.また,既存筋違の接合部②はエンドプレートの曲

げが卓越するため両端固定梁と仮定した. KD,M および KD,Jは下式で表した. 

KD,M = ADE lD  ・・・(4-34) 

KD,J =16 tD,JB
3

D,J E l
3
D,J  ・・・(4-35) 

AD：既存筋違母材の断面積 

表 4-3 に No.1～5 試験体の剛性を算出した結果を示す. 

 

 
表 4-3  各部剛性の計算結果 

 

方杖取付角度 K A,M [kN/mm] K B,M [kN/mm] K C,M [kN/mm] K D,M [kN/mm]

15° 149 185
30° 183 157 215 62
45° 153 232

方杖取付角度 K A,J [kN/mm] K B,J [kN/mm] K C,J [kN/mm] K D,J [kN/mm]

15° 474 805
30° 181 419 575 118
45° 429 487

方杖取付角度 K A, F 1 [kN/mm] K B, F 1 [kN/mm] K C,F 1 [kN/mm] K D, F 1 [kN/mm]

15° 73 286
30° ― 47 189 ―
45° 48 173

方杖取付角度 K A,F 2 [kN/mm] K B,F 2 [kN/mm] K C, F 2 [kN/mm] K D,F 2 [kN/mm]

15° 6,100 276
30° ― 2,370 152 ―
45° 2,230 134

方杖取付角度 K A,F 3 [kN/mm] K B,F 3 [kN/mm] K C,F 3 [kN/mm] K D,F 3 [kN/mm]

15° 2,900 640
30° ― 635 212 ―
45° 274 113

方杖取付角度 K A,F [kN/mm] K B,F [kN/mm] K C,F [kN/mm] K D,F [kN/mm]

15° 70 115
30° ― 43 60 ―
45° 40 45

方杖取付角度 K A [kN/mm] K B [kN/mm] K C [kN/mm] K D [kN/mm]

15° 43 66
30° 91 31 43 41
45° 30 35

(b)K J

(a)K M

(d)K

(c-4)K F

(c-3)K F3

(c-2)K F2

(c-1)K F1
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4.5.3 実験結果の考察 

前述したように本研究では,筋違の軸部降伏耐力Nyieldに対する補強筋違の荷重分担量NA,y,

梁側の方杖の荷重分担量 NBの y 方向分力 NB,yおよび柱側の方杖の荷重分担量 NCの y 方向

分力 NC,yの割合 NA,y/Nyield , NB,y/Nyield , NC,y/Nyieldを各部材の耐力分担率(Load sharing ratio)と

定義した.  

実験結果の筋違の軸部降伏耐力は図 4-7 の▽で示した expNyieldを用いており,梁側の方杖の

荷重分担量 expNBおよび柱側の方杖の荷重分担量 expNCは歪ゲージによる歪計測値より算出し，

y 方向分力の expNB,yおよび expNC,yは柱・梁側の方杖の取付角度の余弦を乗じて算出した.そし

て,補強筋違の荷重分担量 expNA,y は expNyから expNB,y および exp,yNC,y を減じて算出した.試験体

モデルの計算値による筋違の軸部降伏耐力は前述の calNyield を用いた.耐力分担率について,

実験結果は expNA,y/expNyield , expNB,y/expNyield , expNC,y/expNyield であり,試験体モデルの計算値は

calNA,y/calNyield , calNB,y/calNyield , calNC,y/calNyieldである. 

図 4-15 に筋違および方杖の耐力分担率について,実験結果と試験体モデルの計算値の比

較を柱・梁側方杖の取付角度が同じ No3・4 試験体および柱・梁側方杖の取付角度が異なる

No5 試験体について示す.なお,実験結果については筋違および方杖の引張側の骨格曲線と

なっており,実験結果を線で, 解析モデルによる計算値を記号により示している.試験体モデ

ルの計算値は,まず,(4-12)・(4-13)式で補強筋違,柱・梁側の方杖と y 軸の載荷時の角度を各々

の部材の取付角度と等しいとおき(a000，calNyの増分荷重 calNyにより生じる補強

後接合部の増分変形 cald ry , cald rxを求める.次に,(4-6)～(4-11)式で補強筋違,柱・梁側の方

杖の増分荷重 cal NA,y ,cal NA,x ,cal NB,y ,cal NB,x ,cal NC,y ,cal NC,xを求める.更に,増分変形によ

り生じた補強筋違,柱・梁側の方杖の載荷時の角度aを求める.この荷重増分計算を繰り返

した結果の試験体モデルの計算値を,図 4-16 に記号(×,〇,△,◇)で示した. 

図 4-15 の実験結果と試験体モデルの計算値の比較結果より,全試験体において初期剛性,

耐力分担率ともに試験体モデルによる評価で実験結果を概ね再現できていることが分かる.

また, 柱・梁側の方杖の取付角度の耐力分担率への影響について, 試験体モデルでも実験結

果と同様に,No.3 試験体のように取付角度が等しい場合は梁側方杖と柱側方杖の耐力分担

率がほぼ同等になること, No.5 試験体のように取付角度が異なる場合は耐力分担率に差が

生じることが確認された. 

この現象を考察するために,表 4-4 に,No.3 と No5 の試験体モデルを用いて,前述の cal Nyが

増分荷重 calNyによる繰り返し計算の結果, cal Ny= cal Nyieldに達した際の補強後接合部の変形

cald ry , cald rxおよび補強筋違,柱・梁側の方杖の取付角度aを初期条件として,(4-6)～(4-11)

式で補強筋違,柱・梁側の方杖の荷重分担量および耐力分担率を算出した結果を示す.なお,

荷重分担量(4-6)～(4-11)式の第 1 項,第 2 項の計算結果も示した. 

表 4-4(a-2),(b-2)の変形について,No.3,5試験体ともに y方向変形 cald ryが正側に生じ, x方向

変形 cald rxは柱側の方杖の剛性が梁側より高いため負側に生じる.そして, 補強筋違,柱・梁側

の方杖の材長 lA , lB , lCに対して cald ry ,cald rxが小さいため,各部材の載荷時の角度aは取付

角度とほぼ等しくa≒0≒0≒0となる 

表 4-4(a-2),(b-2)の柱・梁側の方杖の荷重分担量については,No.3,5 試験体ともに以下のよ

うになる. 柱・梁側の方杖の x 方向の荷重分担量 cal NB,x , cal NC,xはほぼ等しくなる.これは補
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強筋違の載荷時の角度a≒0であり補強筋違の x 方向分力 cal NA,xが極めて小さいためである.

一方,柱・梁側の方杖の y 方向の荷重分担量 cal NB,y ,cal NC,yの cald ryに伴う量((4-8),( 4-10)式の

第 1 項)は正値となり,cald rxに伴う量((4-8),(4-10)式の第 2 項)は,柱側の方杖は縮むため負値

となり,梁側の方杖は伸びるため正値となる.そして,第 1 項と第 2 項の合計値 cal NB,y ,cal NC,y

は, cal NB,x,cal NC,x を方杖の載荷時の角度,の正接で除した値とほぼ等しくなる.そのため,上

述の通り柱・梁側の方杖の載荷時の角度は取付角度とほぼ等しく≒0≒0になることより,

取付角度00が等しい場合は cal NB,y , cal NC,yはほぼ等しくなり,取付角度0,0が異なる場合は

cal NB,y ,cal NC,yに差が生じることになる.この結果より,構法 2 においては筋違材軸直交方向(x

方向)の変形に伴う耐力の評価が重要となることが分かる.以上の考察結果を図 4-16 にまと

めて示す.  

 

 
 

  

(a) 凡例 (b) No.3 試験体【BS30】 

    

(c) No.4 試験体【BS45】 (d) No.5 試験体【BS30/45】 

図 4-15 実験結果と計算結果の骨格曲線の比較 
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K A cal N A,x

[kN/mm] [kN]
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cal N B,x

cald r,x

cald r,y

O

 a
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 cal N y
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x

K B
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K C
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cal N B,x≒ cal N C,xcal N B,x≒ cal N C,x

cal N C cal N A,x

    ≒0

cal N B

cal N C,x /tan 0=cal N C,y

　cald r,y

a

　≒0

 ≒ 0γ≒γ 0

cal N A

cal N B,y = cal N B,x /tan 0

cal N A,y

γ 0  0

表 4-4  試験体モデルの計算結果 

 (a-1) 凡例 (a-2) No.3 試験体の結果 

 

 
(b-1) 凡例 (b-2) No.5 試験体の結果 

 

 
  

 
 

図 4-16試験体モデルによる耐力分担率の考察 
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図 4-17にNo.2～5試験体の耐力分担率の実験結果と試験体モデルの計算値の比較結果を

示す.補強筋違の耐力分担率の誤差(試験体モデルの計算値/実験結果)は-10～+7% である.  

この結果より,提案した試験体モデルによる耐力評価は概ね妥当であると言える. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 4-17 N = Nyieldにおける耐力分担率の比較 
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4.6 解析モデルを用いた検討 

4.6.1 検討の方針 

本研究では, 4.5.2 項で述べた補強筋違の材軸方向の剛性 KAに対する柱・梁側方杖の材軸

方向の剛性の y 方向成分の合算値の割合(KBcos
20 KCcos

20)/ KAを補強剛性比と定義した.そ

して,補強剛性比と補強筋違の耐力分担率および柱・梁側の方杖の耐力分担率の合算値(以下,

方杖の耐力分担率と記す)の関係について検討した. なお,以下では既存筋違の軸部降伏耐

力 NFyieldは鋼材の基準強度 F に基づき算出した値を用いた.  

4.6.2 試験体モデルを用いた耐力分担率の確認 

 図 4-18 に試験体モデルを用いた検討結果を示す.縦軸は補強筋違の耐力分担率および方

杖の耐力分担率であり,横軸は補強剛性比である.検討は,柱・梁側の方杖の取付角度が同一

の場合と異なる場合について行い,結果を白抜の記号(○,□,△等) で示した.この結果よ

り, 柱・梁側の方杖の軸剛性や取付角度が異なる場合でも,方杖の耐力分担率は補強剛性比

により決定されることが分かる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4-18 N=NFyieldにおける試験体モデルの耐力分担率 
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実際の変形
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4.6.3 実在モデルを用いた層間変形角の耐力分担率への影響確認 

地震時における架構の変形を考慮した解析モデル(以下,実在モデルと記す)を用いて，層間

変形角が方杖の耐力分担率に及ぼす影響を検討した. 図 4-19 にモデル図,表 4-5 に解析条件

を示す. 

図 4-19 (a)に示すように実在モデルの筋違は載荷実験と同じ取付角度=55°とし, 柱･梁

側の方杖の取付高さも載荷実験と同じく r=970mm とした .また ,高さ H=5,600mm，幅

L=3,950mm とした. 

実在モデルでは, 筋違,方杖には表 4-5 に示す軸剛性となるように断面積を設定し,柱・梁

は,両端ピンの剛体とした. 図 4-20 (b)の灰色線で示したのは柱 H-792×300×14×22,梁 

H-300×300×10×15,柱・梁は剛接合の弾塑性解析モデルで既存筋違が層間変形角 1/408

で軸部降伏した時点での補強筋違周辺の変形図(変形倍率 100)であり,実際の架構に層間変

形角が生じた場合の柱・梁の曲げ・せん断変形を模擬している.一方, 図 4-19 (b)の黒点線で

示したのは実在モデルの層間変形角 1/408 における補強筋違周辺の変形図(変形倍率 100)で

あり,実際の架構より,実在モデルの柱・梁は筋違に近づくことを示している.なお, 図 4-19 

(b)に示すように柱・梁の両端部とピン支点の間に極めて短いバネを設けて図 4-19 (a)の点線

で示すように実在モデルが平行四辺形に変形できるようにして, 左上柱頭部に強制変位を

与えて層間変形角 1/100 まで変位増分解析を行った.  

この実在モデルを用いることで方杖の軸方向の伸び量,荷重分担量は実際の架構より小さ

く評価される. 検討では,この簡易な実在モデル用いた略算により,方杖の耐力分担率を安全

側に評価した.  

 

 

 

 

 

   (a) 全体概要 (b) 柱・梁のモデル化 

図 4-19  実在モデル図 
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部材 解析要素 K :軸剛性[kN/mm] 復元力特性

A L-75x75x6 トラス K A =91 弾性

B PL トラス パラメーター 弾性
C PL トラス パラメーター 弾性

D L-75x75x6 トラス K D =32 弾塑性(バイリニア)

E 剛体 ― 剛(∞) ―

表 4-5 に示すように各部材の復元力は,既存筋違は軸部降伏耐力 NFyield に達すると二次剛

性が初期剛性の 1/100 に低下する弾塑性とした.補強筋違,柱・梁側の方杖は弾性として,補強

後接合部が弾性範囲の耐力分担率を検討した.パラメーターは柱･梁側の方杖の取付角度お

よび剛性であり,両側の取付角度が同一のケース(0=015°,以下,同一ケースと記す)および

異なるケース(0=30°,0 15°,以下異なるケースと記す)としたが,両ケースとも補強剛性

比は 0.82 とした.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-5  解析条件 

(a) 各部の条件 

 
(b) パラメーター 

 

 0  0 K B cos
2 0+K C cos

2 0

[deg] [deg] K B K C K A

取付角度が同一 15 15 40 40 0.82

取付角度が異なる 30 15 50 40 0.82

ケース
K :軸剛性[kN/mm]
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図 4-20 に解析結果を示す.縦軸は耐力分担率であり,横軸は層間変形角である.図中には,補

強筋違の耐力分担率を赤線で,方杖の耐力分担率を青線で, 補強後接合部の耐力分担率を緑

線で示した.同一ケース,異なるケース共に既存筋違の降伏後に方杖の耐力分担率は低下し

た.異なるケースは同一ケースよりも方杖の耐力分担率の低下が著しく,補強剛性比よりも

方杖の取付角度の影響が大きいことが分かる.実在モデルの両ケースの層間変形角 1/100 時

点における補強筋違・方杖の耐力分担率を図 4-21 に塗潰し記号(●,◆)にて示しており,地震

時における架構の層間変形角により方杖の耐力分担率が試験体モデルより低下することが

分かる. 

この結果より,方杖の耐力分担率は補強剛性比に加えて,筋違の取付角度方杖の取付位置

r,方杖の取付角度00の影響を受け,補強に必要な耐力分担率を得られる範囲が存在するこ

とを示唆している. 

 

 

 

 

 

 
 

(a) 凡例 (b) 0=15°, 0=15° (c) 0=30°, 0=15° 

図 4-20  解析結果  
 

 

図 4-21 層間変形角 1/100における実在モデルの耐力分担率(図 4-19に追記) 
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4.6.4 実在モデルを用いた適用範囲の検討 

本構法の適用範囲を検討するための前提として，補強筋違の接合部の破断耐力 NJ,uは下式

を満足できているものとした. 

0.8×1.1NFyield≦NJ,u ・・・(4-36) 

この前提において,耐震診断および耐震改修指針 4.2)を参考に,方杖の耐力分担率

((NB,y+NC,y)/NFyield)の目標値を補強筋違の接合部が筋違の軸部降伏耐力 NFyieldに達する前に破

断することを防止し,筋違の靱性指標 Fiが 2.0 以上になるように下式で設定した. 

1- NJ,u/1.1NFyield≦0.2≦(NB,y+NC,y)/NFyield ・・・(4-37) 

解析モデルは図 4-19 と同等とし,検討のパラメーターを表 4-6 に示す. モデルの高さ

H=5,600mm は一定として,筋違の取付角度は現実的に存在する範囲として0～0とした

方杖の取付高さ r は施工性を考慮して 500～1,500mm とした.取付角度00は 15°～45°と

し,補強剛性比は 0.25～4.0 とした.方杖の耐力分担率は図 4-19 と同様に層間変形角 1/100 で

の値を採用した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-6  パラメーター 

 

H [mm] 5,600(一定)

[deg] 30/35/45/60

r  [mm] 500/1,000/1,500

 0 0　[deg] 15/20/25/30/45

K B cos
2
 0+K C cos

2
 0

K A

0.25～4.0

【凡例】

KA

KD

KC

KB
0

0



r

H=

5600mm
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図 4-22 に解析結果を示す.縦軸は方杖の耐力分担率を示し,横軸は補強剛性比を示す．な

お,方杖の耐力分担率が負の場合は方杖が圧縮応力になっていることを示している.図中, 白

色部分は耐力分担率が目標値に達している範囲を示しており,

灰色部分は耐力分担率が目標値に達してない範囲を示してい

る.この結果より,筋違の取付角度が大きくなるほど,また,方

杖の取付位置 r が低くなるほど方杖の耐力分担率が高く,補強

効果が大きくなることを示している.そして,方杖の設置によ

り目標を達成できるのは筋違の取付角度が 35°以上,方杖の

取付位置が 1,500mm以下で方杖の取付角度が 25°以下のケー

スに存在しており,方杖と柱･梁との接合位置を柱･梁接合部に

 

 

 

  
(a) =60°, r=500mm (b)  =60°, r =1,000mm (c)  =60°, r =1,500mm 

   (d)  =45°, r =500mm (e)  =45°, r =1,000mm (f)  =45°, r =1,500mm 

 

  
(g)  =35°, r =500mm (h)  =35°, r =1,000mm (i)  =35°, r =1,500mm 

  

 

 

 (j)  =30°, r =500mm (k)  =30°, r =1,000mm (l)  =30°, r =1,500mm  

図 4-22 方杖の耐力分担率 

Fig.20 Load sharing ratio of knee member 

Fig.20 Load sharing ratio of knee member 

【凡例】 
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近づけることで,地震時の層間変形角の影響を受けながらも比較的大きな補強効果を得られ

ることを示している.図 4-23 に方杖の耐力分担率が目標値を達成できる範囲(適用範囲)を示

す. 

なお,柱･梁側の方杖の取付角度が異なる場合については,個別に検討が必要である. 

 

4.7 まとめ 

本章では旧耐震建築物の筋違端部のピン接合部を対象に,無火気補強構法に関して検討を

行った.筋違の接合部で不足する荷重伝達量を方杖により付加される新たな荷重伝達経路に

より補い,筋違の接合部の早期破断を防止する構法の有効性を確認するために方杖の取付角

度を実験因子とした載荷実験を行った.また,耐力評価手法の妥当性および適用範囲を確認

するために方杖の取付高さ,取付角度,補強剛性比ならびに筋違の取付角度を解析因子とし

た解析を行った. 以下に得られた知見をまとめて記す. 

[1] 載荷実験の結果,筋違の両側の柱・梁側に方杖を 15°~45°の範囲で取り付けることで,

地震時における柱・梁架構の層間変形を考慮しない条件下において,筋違の軸部降伏前

の接合部の破断防止効果が得られる. 

[2] 載荷実験および解析の結果, 提案する解析モデルにより, 地震時における柱・梁架構の

層間変形を考慮しない条件下において,筋違が弾性の範囲内の耐力分担率を概ね再現で

きる.  

[3] 解析の結果, 地震時における柱・梁架構の層間変形を考慮した条件下において,柱・梁

側の方杖の耐力分担率を目標値に到達させるには,柱・梁側の方杖の取付角度(但し,柱・

梁側共に同一角度),位置,補強剛性比および筋違の設置角度に適用範囲が存在する. 

 

 

 

 

 

 

図 4-23  適用範囲 
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第 5章 結論

我が国では高度経済成長期に工場建屋が旧耐震基準に則り大量に建設され, それらの旧

耐震建屋の中には,現行耐震基準の志向する大地震に対して建屋が粘り強く変形して地震エ

ネルギーを吸収する耐震性能を有さない既存不適格が多数現存している.今後,南海トラフ

地震や首都圏直下型地震といった巨大地震の発生が懸念される状況下では,旧耐震建屋の耐

震補強の推進が喫緊の課題となっている.一方で,工場建屋の耐震補強においては,屋外・屋内

共に補強材増設スペースが少なく,屋内には引火物が多く工事における溶接・ガス切断など

の火気使用は火災リスクを伴うという制約があり,工場建屋の耐震補強を推進する上での足

枷となっている. 

そこで,本研究では工場建屋の耐震性能の支配的部材である筋違の数ある補強構法の中で

も,補強スペースがコンパクトな筋違接合部補強を対象として,無火気補強構法の開発を目

的に検討を行った.本研究における結論を要約して以下に述べる. 

 

第 2章 新たな無火気耐震補強構法の提案 

まず,検討対象とする筋違接合部タイプを絞り込むために,既存不適格の旧耐震工場建屋

に存在する筋違接合部タイプの調査を実施し,約半数を占める,H 形鋼筋違と柱梁接合部に

取り付けたブラケットをファスナーおよびスプライスプレートで剛接合する筋違中間剛接

合部および山形鋼筋違と柱梁接合部に取り付けたガセットプレートをファスナーでピン接

合する筋違端部ピン接合部の二つを検討対象とした. 

次に,新たな補強構法の構造的な方針について検討し,荷重伝達については,筋違接合部の

破断原因となる筋違母材・ファスナー・スプライスプレート・ガセットプレート・柱梁溶

接部を介さない新たな荷重伝達ルートを無火気で付加することで補強部形状の簡素化およ

び一般化を図る事とした.また,筋違中間剛接合部では,筋違の圧縮座屈に伴う曲げ応力によ

り補強部が損傷しない事とした. 

最後に,検討対象の二つの筋違接合部について新たな無火気補強構法を提案した.  

筋違中間剛接合部は PC鋼棒圧縮力を用いてH形鋼筋違のフランジとウェブに囲まれるコ字形

スペースに設置した充填材のコンクリートまたはモルタル,カバープレートおよび H 形鋼ウェブを挟

みこむ構成とした.この構成により無火気での現場施工が可能となる.そして,H 形鋼筋違の荷重は

H形鋼とコンクリート界面での摩擦力およびH形鋼・PC鋼棒・コンクリート・カバープレートのダボ効

果により補強部に伝達され,既存の接合部を介さない新たな荷重伝達ルートが付加される. 

筋違端部ピン接合部は山形鋼筋違軸部と柱・梁を架け渡すように方杖を高力ボルトで接合する

構成とした.この構成により無火気での現場施工を可能とし, 方杖の取付角度および取付高さを変

化させることで障害物の回避が可能となる.そして,山形鋼筋違の荷重は高力ボルト摩擦接合により

方杖から柱・梁へと伝達され,既存の接合部を介さない新たな荷重伝達ルートが付加される. 

 

第 3章 筋違中間剛接合部の無火気耐震補強構法に関する実験・解析を用いた性能確認 

２章で提案した筋違中間剛接合部の無火気補強構法について,実験的・解析的に検討を行

った. 
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まず,摩擦およびダボ効果による補強部の耐力評価手法,補強部と既存部の耐力累加によ

る補強後接合部の耐力評価手法および補強部を構成する各部の設計手法を仮定し,その妥当

性を検証するために,PC 鋼棒の数量・圧縮力,コンクリート強度および既存部・補強部の組

合せを実験因子とした載荷実験を行った.その結果,補強部の耐力は PC 鋼棒の圧縮力増加に

伴い増加してクーロン摩擦の法則が成立し,その摩擦係数は 0.5 で評価可能なこと,ダボ効果

による耐力も期待できることを確認した.そして,補強後接合部の耐力は補強部の耐力と接

合部の耐力の単純累加よりも向上することを確認し,仮定した耐力評価手法の妥当性を確認

した. 

次に,載荷実験では確認できなかった補強部内部の応力を FEM 解析で確認した.その結

果,PC鋼棒の圧縮力は概ね 45°の広がりで補強部内部を伝達され,H形鋼筋違とコンクリー

ト界面での摩擦力発生の要因となること,ダボ効果や接合部とコンクリートの接触により局

部圧縮が生じている事を確認し,仮定した各部の設計手法の妥当性を確認した. 

最後に,PC鋼棒の圧縮力がコンクリートのクリープやPC鋼棒のリラクゼーションの影響

で経時的に減少する有効率を製作実験により確認した.その結果,圧縮力の有効率は 80%で

評価可能な事を確認した. 

 

第 4章 筋違端部のピン接合部の無火気耐震補強構法に関する実験・解析を用いた性能確認 

２章で提案した筋違端部ピン接合部の無火気補強構法について,実験的・解析的に検討を

行った. 

まず,筋違の柱・梁側に取り付けた方杖の取付角度の変化が耐力に及ぼす影響を確認する

ために,柱・梁架構の層間変形角が生じない条件下において方杖の取付角度を実験因子とし

た載荷実験を行った.その結果,方杖を取り付けることによる耐力向上は確認できたが,方杖

の取付角度の変化による耐力の明確な差は確認できなかった. 

次に,載荷実験の試験体の解析モデルを用いて,載荷実験同様に柱梁架構の層間変形角が

生じない条件下における柱・梁側の方杖の耐力分担率について検討を行った.その結果,方杖

の耐力分担率は筋違の剛性に対する柱・梁側の方杖の剛性の比率(補強剛性比)により決定さ

れることを確認した. 

最後に,柱梁架構の層間変形角を考慮した実在架構の解析モデルを用いて柱・梁側の方杖

の耐力分担率について検討を行った.その結果,層間変形角を考慮した場合は未考慮の場合

に比べて,柱・梁は筋違に近づくために,方杖の伸び量が減少し,柱・梁側の方杖の耐力分担率

は減少することを確認した.そして, 方杖の耐力分担率は方杖の取付角度,補強剛性比,取付

高さおよび筋違の取付角度に影響され,目標とする耐力分担率を達成可能な適用範囲が存在

すること,方杖と柱・梁との接合部は柱・梁交点に近づけるほど方杖の耐力分担率が上昇す

ることを確認した. 

 

以上のように,提案した二つの無火気補強構法について限られた条件下ではあるが,力学

的性能を実験的・解析的に明らかにし,今後の耐震補強設計に有益な基礎データを蓄積した.

本研究の段階では,筋違中間剛接合の補強構法においてはカバープレートに取り付けたスタ

ッドの省略および摩擦力がH形鋼ウェブのみ生じる場合の耐力評価,筋違端部ピン接合部の
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補強構法においては柱・梁側の方杖の取付角度が異なる場合の適用範囲に検討の余地があ

り,これらを今後の課題として,耐震補強の効果的・効率的な推進に資する構法へと発展させ

ていきたい. 
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付録  

付録1.1 筋違接合部の調査結果 

付表 1 筋違中間部剛接合部の調査結果(6 工場) 

 

 

 F値
部材
ランク

筋違
本数

[N/mm2]
細幅 BH- 900 × 450 × 50 × 50 490 BB 20

BH- 872 × 450 × 36 × 36 490 BB 10

H- 500 × 200 × 10 × 16 400 BC 2

H- 450 × 200 × 9 × 14 400 BC 2

H- 400 × 200 × 8 × 13 400 BC 10

H- 396 × 199 × 7 × 11 400 BC 18

H- 350 × 175 × 7 × 11 400 BB 10

H- 346 × 174 × 6 × 9 400 BB 4

76

中幅 BH- 672 × 450 × 22 × 28 490 BB 5

BH- 664 × 400 × 22 × 32 490 BB 2

BH- 656 × 450 × 22 × 28 400 BB 10

BH- 650 × 450 × 22 × 25 490 BB 11

BH- 650 × 400 × 22 × 25 400 BB 20

BH- 650 × 400 × 19 × 25 400 BC 2

BH- 650 × 400 × 19 × 22 400 BB 2

BH- 644 × 400 × 19 × 22 400 BB 8

BH- 638 × 400 × 19 × 19 400 BB 8

BH- 632 × 400 × 16 × 16 400 BB 8

BH- 628 × 400 × 14 × 14 400 BB 4

H- 588 × 300 × 12 × 20 400 BC 16

H- 488 × 300 × 11 × 18 400 BB 2

H- 440 × 300 × 11 × 18 400 BB 12

BH- 400 × 350 × 32 × 32 490 BB 6

BH- 400 × 350 × 28 × 28 490 BB 6

BH- 400 × 350 × 22 × 22 490 BB 6

BH- 400 × 350 × 19 × 19 490 BB 1

BH- 400 × 300 × 12 × 12 490 BB 1

H- 390 × 300 × 10 × 16 400 BC 0

BH- 350 × 300 × 6 × 12 490 BB 22

BH- 350 × 250 × 6 × 9 490 BB 48

BH- 350 × 200 × 6 × 9 400 BB 45

H- 340 × 250 × 9 × 14 400 BC 6

251

広幅 BH- 664 × 600 × 32 × 36 490 BB 8

BH- 664 × 600 × 25 × 25 490 BB 8

BH- 650 × 600 × 25 × 25 490 BB 16

BH- 550 × 650 × 25 × 25 490 BC 2

BH- 500 × 450 × 25 × 25 490 BC 4

BH- 500 × 500 × 19 × 22 490 BC 20

BH- 500 × 500 × 19 × 32 490 BC 40

BH- 500 × 500 × 25 × 40 490 BC 6

H- 478 × 427 × 40 × 60 490 BB 19

H- 468 × 422 × 35 × 55 490 BB 29

BH- 444 × 600 × 22 × 22 490 BC 2

H- 438 × 412 × 25 × 40 490 BB 6

H- 438 × 427 × 40 × 40 490 BB 7

H- 428 × 407 × 20 × 35 400 BC 3

H- 418 × 417 × 30 × 30 490 BB 42

BH- 416 × 400 × 16 × 28 400 BC 3

H- 414 × 405 × 18 × 28 400 BC 6

H- 414 × 405 × 18 × 28 400 BB 5

H- 400 × 400 × 22 × 25 490 BC 1

BH- 400 × 400 × 19 × 36 490 BC 6

BH- 400 × 400 × 19 × 28 490 BC 6

BH- 400 × 400 × 16 × 22 490 BC 6

BH- 400 × 400 × 16 × 16 490 BC 6

H- 400 × 400 × 16 × 16 400 BC 24

H- 400 × 400 × 13 × 21 490 BC 18

H- 400 × 400 × 13 × 21 400 BB 34

BH- 400 × 400 × 12 × 14 400 BC 3

BH- 400 × 400 × 12 × 12 400 BB 3

H- 350 × 350 × 12 × 19 400 BC 8

BH- 350 × 400 × 6 × 22 400 BC 2

BH- 350 × 400 × 6 × 19 400 BC 10

BH- 350 × 400 × 6 × 16 400 BC 32

H- 344 × 348 × 10 × 16 400 BB 2

H- 300 × 300 × 16 × 22 490 BB 4

H- 300 × 300 × 16 × 19 490 BC 4

BH- 300 × 300 × 9 × 16 400 BC 2

H- 300 × 300 × 10 × 15 400 BB 28

H- 250 × 250 × 9 × 14 400 BB 17

H- 200 × 200 × 8 × 12 400 BB 8

H- 150 × 150 × 7 × 10 400 BB 4

454

781

分類 筋違の断面寸法

小計

小計

小計

合計
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付表 2 筋違端部ピン接合部の調査結果(20 工場) 

 (a)ガセットプレート片面に筋違接合 

 

 

 

 

 

 

G.PL L L L- 100 × 100 × 13 235 BB 36
片面接合 L- 100 × 100 × 10 235 BB 24

L- 90 × 90 × 10 235 BB 56
L- 90 × 90 × 7 235 BB 66
L- 75 × 75 × 9 235 BB 62
L- 75 × 75 × 9 235 BC 16
L- 75 × 75 × 6 235 BB 12
L- 75 × 75 × 6 235 BB 22
L- 75 × 75 × 6 235 BB 30
L- 75 × 75 × 6 235 BB 62
L- 65 × 65 × 6 235 50
L- 50 × 50 × 6 235 BB 48

484
2×L L- 130 × 130 × 9 235 BB 28

L- 90 × 90 × 10 235 BB 26
L- 90 × 90 × 10 235 BC 34
L- 90 × 90 × 7 235 BC 44
L- 75 × 75 × 9 235 BB 20
L- 75 × 75 × 9 235 BC 44
L- 75 × 75 × 6 235 BB 74
L- 75 × 75 × 6 235 BC 12
L- 65 × 65 × 6 235 BB 52
L- 65 × 65 × 6 235 BC 174
L- 50 × 50 × 6 235 BB 62
L- 125 × 75 × 10 235 BB 11
L- 125 × 75 × 10 235 BC 8
L- 100 × 75 × 10 235 BB 4
L- 100 × 75 × 10 235 BC 5

598

1,082
2L 2×2L L- 130 × 130 × 12 235 BB 10

L- 100 × 100 × 10 235 BC 32
L- 100 × 100 × 10 235 BB 16
L- 100 × 100 × 7 235 BB 10
L- 90 × 90 × 10 235 BB 12
L- 90 × 90 × 10 235 BC 14
L- 90 × 90 × 7 235 BB 24
L- 90 × 90 × 7 235 BC 48
L- 75 × 75 × 6 235 BB 108
L- 65 × 65 × 6 235 BC 8

282

282
CT

CT- 300 × 244 × 18 × 11 235 BA

18

18

2×CT CT- 300 × 150 × 15 × 10 235 BB
18

CT- 250 × 125 × 14 × 9 235 BB
18

CT- 250 × 170 × 14 × 9 235 BB
16

CT- 200 × 147 × 12 × 8 235 BB
16

68

86

1,432

F値
[N/mm2]

小計

小計

小計

小計

小計

小分類 筋違の断面寸法
筋違
本数

部材
ランク

大分類

合計

中分類

中計

中計

中計

CT
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(b)ガセットプレート両面に筋違接合 

 
(ｃ)総合計 

  
 

付表 3 筋違の部材ランク 

 

 

3,163総合計

G.PL 2L 2L L- 130 × 130 × 12 235 BC 46
両面接合 L- 130 × 130 × 9 235 BB 36

L- 100 × 100 × 10 235 BB 60
L- 90 × 90 × 7 235 BB 80
L- 90 × 90 × 7 235 BC 20
L- 75 × 75 × 9 235 BB 52
L- 75 × 75 × 9 235 BC 8
L- 75 × 75 × 6 235 BB 78
L- 65 × 65 × 6 235 BB 196
L- 65 × 65 × 6 235 BC 4
L- 50 × 50 × 6 235 BB 168

748

748
2CT 2CT CT- 400 × 200 × 21 × 13 235 BB 30

CT- 400 × 200 × 21 × 13 235 BC 24
CT- 350 × 175 × 15 × 10 235 BB 12
CT- 200 × 100 × 12 × 8 235 BB 42
CT- 150 × 75 × 10 × 7 235 BB 10
CT- 396 × 300 × 20 × 13 235 BC 18
CT- 300 × 244 × 18 × 11 235 BC 30
CT- 300 × 220 × 18 × 11 235 BB 36
CT- 300 × 220 × 18 × 11 235 BC 140
CT- 300 × 195 × 16 × 10 235 BC 86
CT- 250 × 170 × 14 × 9 235 BC 42
CT- 200 × 147 × 12 × 8 235 BB 44
CT- 200 × 147 × 12 × 8 235 BC 62
CT- 225 × 200 × 14 × 9 235 BB 18

594
2×2CT CT- 400 × 200 × 21 × 13 235 BB 24

CT- 400 × 200 × 21 × 13 235 BC 12
CT- 400 × 200 × 21 × 13 235 BB 12
CT- 200 × 100 × 12 × 8 235 BB 16
CT- 250 × 170 × 14 × 9 235 BB 10
CT- 250 × 170 × 14 × 9 235 BC 16
CT- 200 × 147 × 12 × 8 235 BB 11

101

695

2[ 2[ [- 200 × 90 × 9 × 13 235 BB 84

[- 180 × 75 × 7 × 10.5 235 BB 48

[- 150 × 75 × 6.5 × 10 235 BB 130

C- 125 × 50 × 3.2 245 BB 16

C- 100 × 50 × 3.2 245 BB 10

288

288

1,731

小計

小計

小計

筋違の断面寸法
F値

[N/mm2]

小計

小分類

合計

中計

中計

中計

大分類 中分類
部材
ランク

箇所数
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付録1.2 筋違端部ピン接合部の無火気耐震補強構法における並列バネモデルによる 

耐力分担率の評価 

付図１に構法 2 の載荷実験における No.2～5 試験体の補強部の耐力を仮定するための解

析モデルを示す.簡易的に既存筋違と柱・梁側の方杖の 3 本の並列バネと仮定し,本論 4.5.2

項で述べた補強筋違母材の軸方向剛性 KA,M ,柱・梁側の方杖母材の軸方向剛性 KB,M , KC,M

に柱・梁側の方杖の取付角度の余弦の 2 乗を乗じて筋違の材軸方向に置換したモデル

(以下,並列バネモデルと記す)とした. 

付図 2 に筋違および方杖の耐力分担率について,実験結果と並列バネモデルの計算値の比

較を示す. 付図 2(b)・(c)は柱・梁側方杖の取付角度が同じ No3・4 試験体の結果であり,付

図(d)は柱・梁側方杖の取付角度が異なる No5 試験体の結果である.なお,実験結果について

は筋違および方杖の引張側の骨格曲線となっており,実験結果を線で, 並列バネモデルの計

算値を記号により示している.付図 2(b)～(d)より,筋違および方杖の耐力分担率は実験結果

と計算値に乖離が生じていることがわかる.以下に,乖離の傾向およびその原因を考察する. 

まず,柱・梁側方杖の各々の耐力分担率について,柱・梁側方杖の取付角度が同じ No3・4

試験体では実験結果では概ね等しくなっているが,計算値では差が生じている.一方で柱・梁

側方杖の取付角度が異なるNo5試験体では実験結果では差が生じているが,計算値では概ね

等しくなっている.この原因は,本論 4.5.3 項で述べた柱・梁側方杖の筋違材軸直行方向(x 方

向)の変形を並列バネモデルでは考慮していないため,実験では生じた柱・梁側方杖のうち剛

性の高い方杖側では方杖が縮む方向に変形し,剛性が低い方杖側では方杖が伸びる方向に変

形することに起因する方杖の耐力分担を,並列バネモデルでは評価できていないためであ

る. 

次に, 柱・梁側方杖の耐力分担率の絶対値について,柱・梁側方杖の取付角度によらず,実

 

 
 

 

付図 1 筋違端部ピン接合部の無火気構法の並列バネモデル化 
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験結果より計算値が大きくなっている.この原因は, 並列バネモデルで考慮していない方杖

と柱・梁との接合部のバネや柱・梁のバネの影響により,計算値は実験結果より柱・梁側方

杖の剛性を高めに評価しているためである. 

以上2点のより,構法2の耐力評価をする上では,並列バネモデルは不適切であると言える.  

 

 

 

 

 

 

   

(a) 凡例 (b) No.3 試験体【BS30】 

  

(c) No.4 試験体【BS45】 (d) No.5 試験体【BS30/45】 

付図 2 実験結果と解析モデル計算値の比較 
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付録1.3 Marc ver2005r3 Friction Modeling のマニュアル付 1.1) 
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